
照明計算における完全拡散でない面内の

相互反射の研究

平成元年1 2月

上谷 芳昭



照明計算における完全拡散でない面内の

相互反射の研究

平成元年1 2月

上谷 芳昭



目次

第 1 章 序論 ・

1. 1 研究目的

1. 2 本論文の構成

第2 章 完全拡散でない面内の相互反射の計算法 ・ H・ H・.....・ H・.....・ H・ H・ H ・－－－ 6 

2. 1 序

2. 2 完全拡散で・ない面内の相互反射に関する従来の研究

2. 3 反射指向特性を表わす量

2. 3. 1 反射特性関数

2. 3. 2 その他の反射指向特性を表わす量

2. 4 相互反射基本式

2. 4. 1 完全拡散面内の相互反射基本式

2. 4. 2 完全拡散でない面内の相互反射基本式

2. 4. 3 拡散反射と正反射を合わせ持つ面内の相互反射基本式

2. 5 光東伝達相互反射式

2. 5. 1 完全拡散面内の光東伝達相互反射式

2. 5. 2 完全拡散でない面内の光東伝達相互反射式

2. 5. 3 拡散反射と正反射を合わせ持つ面内の光束伝達相互反射式

2. 6 結

第3章 建築材料の反射指向特性の測定 H・...……………”…H・ H・....・H ・…・・ 35 

3. 1 序

3. 2 反易対旨向特性に関する従来の研究

3. 3 反射指向特性の測定

3. 3. 1 反射特性関数



3. 3. 2 偏光を用いた表皮反射、 層内反射の分離

3. 3. 3 測定装置

3. 3. 4 測定手順

3. 3. 5 参考測定

3. 3. 5. 1 正反射率測定装置と測定手順

3. 3. 5. 2 色彩色差計による測定

3. 3. 6 試料

3. 4 測定結果と考察

3. 4. 1 入射面内の測定結果と考察

3. 4. 2 入射面外の測定結果と考察

3. 5 反射指向特性の分類

3. 6 結

第4章 反射指向特性の数式モデル化 ・H・ H・.....・ H・.....・H・.....・H・ H・H・.....・ H・ 59

4. 1 序

4. 2 表皮反射のモデル化

4. 2. 1 正反射性小素面の理論に基づく反射モデル

4. 2. 2 マスキングの理論に基づく反射モデル

4. 3 層内反射のモデル化

4. 4 実測値による反射モデルの推定

4. 4. 1 係数および小素面の分布関数の推定

4. 4. 2 表皮反射の反射特性関数

4. 4. 3 層内反射の反射特性関数

4. 5 結



第5章 完全弧散でない面内の相互反射の数値計算法……....・ H・H・ H・.....・H・ 79 

5. 1 序

5. 2 完全菰散面を持つ矩形室の相互反射の性状

5. 2. 1 完全誌散面内の光束伝達数値解法

5. 2. 2 計算条件と計算結果

5. 2. 3 考察

5. 3 準完全誌散反射および正反射を合わせ持つ面を持つ矩形室の

相互反射の性状

5. 3. 1 準完全誌散反射および正反射を合わせ持つ面内の

光束伝達数値解法

5. 3. 2 計算条件と計算結果

5. 3. 3 考察

5. 4 誌散反射面を持つ矩形室の相互反射の性状

5. 4. 1 誌散反射面内の光東伝達数値解法

5. 4. 2 計算条件と計算結果

5. 4. 3 考察

5. 5 誌散反射面内の光束伝達簡易解法

5. 5. 1 簡易計算法

5. 5. 2 計算条件と計算結果

5. 5. 3 考察

5. 6 結

第6章 総括…・H ・ H・－” H・H・－－－－－………...・H ・….....・H・...・H ・....・H・－……・…・・110

付録 平均面と正反射性小素面の角度関係…H・ H ・－…....・H・........・H・－－－～…・・112

関連発表論文…H ・H ・..........・ H ・.....・H・…… H・H・.....・H ・ H・H・ H・ H・......・ H ・....・H・115

謝辞 H ・H ・H ・H ・.......・H ・.....・H ・ ...・H・.............・ H・.....・H・－－－……....・ H・.......・H・·116 



第1章序論

1. 1 研究目的

照明設計の目的は、建築の内部あるいは外部の空間に、その用途にふさわしい

光環境、すなわち、作業をする場においては、疲労をともなうことなく視対象が

よく見える光環境を、また休，息の場においては、不快感を生じさせず、雰囲気の

よい光環境を作り上げることである。

照明設計の基本的な方針は、図1. 1. 1のように3つの段階に大別される。ま

ずく計画〉の段階で、光源・室形状・仕上げなどの建築計画・照明計画を作成す

る。次にく予測〉の邸皆では、＜計画＞の結果を基に照度、輝度などの物理量を

計算する。最後にく評価＞の段階では、く予測〉で計算された物理量を、生理・

心理学的に用途ごとに定められた照明設計の目標値により評価する。そして目標

が満たされるまで、く計画〉の修正、＜予測＞、く評価＞を繰り返す。［1]

修正
く計画〉 ＜予測＞ ＜評価＞

建築計画 照明計算 物理量
照明計画 （物理量〉

－

’ の評価

室形状 照度 対比
光源 輝度 グレア
用途

ホ

ノ？、

｜設計用資料｜ ｜照明計算法｜ ｜設計目標値｜

図1. 1. 1 照明設計の方針
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人が視覚によって物体表面の明るさを知覚するのは、物理量でいえば物体表面

の輝度によってであり、照度によるのではない。 しかし、従来、照明設計におい

て照明環境の予測は主として照度に基づいてなされてきた。 すなわち、まず空間

の構成面の反射指向特性を完全拡散性かあるいは完全拡散反射と正反射を併せも

っと仮定して、空間の照度分布を求める。 そして、完全拡散反射の仮定の下に照

度を拡散反射率によって輝度に変換するのである。 そのような場合は、本来は指

向性を持つ物理量である輝度が指向性を持たない光束発散度と等価なものとして

扱われ、ある点の輝度はあらゆる方向で一定となる。 これは、指向性を持つ輝度

を十分に精度よく予測することが照度を予測することに比べて膨大な計算を行わ

ねばならず、計算機が今日のように発達していなかった時代には困難であったた

めである。

一方、照明環境の評価に関しては、従来から輝度に基づいた研究が多くなされ

てきた。 それは、これらの研究が、ある輝度分布を持つ視野を被験者に提示して

それを評価させるという評価実験によることが多いためである。 しかし、 設計目

標そのものは、照明計算による指向性輝度の予測が困難であったので、 輝度を照

度に変換した形で設定されることが多かった。 すなわち、物体表面の輝度はそこ

の照度と拡散反射率に比例すると仮定され、目標値とされるべき輝度を拡散反射

率で除すことで照度の目標値とするのである。 実際の建築空間におげる仕上げ材

料表面の反射指向特性は完全拡散性でも正反射性でもなくその中間の反射指向特

性（拡散反射性）を持つことが多いため、これらの表面上のある点の輝度は一般

に方向によって異なる指向性を持つ。 これを指向性を持たないと仮定することは

照明環境の評価の精度を、 ひいては照明設計全体の精度を損なう危険がある。

近年、事務所のOA化が進むなど視環境がますます複雑化し、また計算機の技

術が急速に進歩する中で、 必要照度を確保することに重点をおく従来の「量の照

明」に加えて、いわゆる「質の照明」が要求されている。 「質の照明」とは、 視

対象の輝度対比を確保したり不快グレアを除去するなど、視野内の輝度分布を適
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切に調整した照明のことである。 r21 それにともなって照明環境の評価手法に、

従来の照度に基づくものに加えて、 輝度そのものに基づくものが導入されつつあ

る。

しかし、 評価されるべき照明環境の輝度の予測技術、 すなわち照明計算法は、

輝度が指向性を持つ物理量であるにも関わ らず、依然として指向性を持たない物

理量の照度に基づく従来の手法が用いられている。 コンビュ ー タグラフィクスの

分野で、 空間から視点の方向への指向性輝度分布を、 予め空間の照度分布を完全

拡散の仮定の下に計算した後に、 面の反射指向特性の簡易モデルを用いたレイト

レー シングにより求める輝度計算法が開発されている。［3］しかし、 この方法も

照度が介在するため、 得られる指向性輝度分布は、 いわゆるリアリティはあって

も実際とは異なるだろう。 つまり意匠などの検討のためのパースを描くためには

有用であろうカ官、 照明環境の定量的な評価に適用することは難しいと思われる。

輝度に基づく照明環境の予測および評価の観点から、 空間の指向性輝度分布を

求めることは次に示す二つの理由で重要である。 一つは、 直接光源および間接光

源として視対象を照明する空間の指向性輝度分布と視対象の反射指向特性によっ

て、 机上の紙面なりVD Tなりの視対象の視点方向の輝度が得られるため、 空間

の指向性輝度分布が視対象の見え方に影響するためである。［2］もう 一つは、 空

聞から視点の方向への指向性輝度分布は視野の輝度分布であるので、 視対象の見

え方を評価する上で重要な順応縄度に直接的に影響し、 また照明環境の雰囲気の

評価にも影響するためである。

本研究の目的は、 実際の建築材料の反射指向特性を実験的に把握して相互反射

計算に組み込むための数式モデルを構成し、 完全拡散でない面内の反射指向特性

を考慮した相互反射計算法に反射モデルを組み込むことによって空間の指向性輝

度分布を詳細に予測することである。 これによって、 輝度に基づく評価手法が導

入されつつある照明設計法に、 輝度に基づく予測手法を導入することができ、 照

明設計全体としての精度を向上させることが可能となる。
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1. 2 本論文の構成

第1章において、 照明設計法の概要を述べ、従来の照明計算法の問題点を考察

し、 本研究の照明設計における位置づげおよび研究目的について述べている。

第2章では、 本研究の理論的根拠となる基本式を展開している。 まず、 反射特

性関数を用いて反射指向特性を表現している。次に、 輝度を未知数とする完全拡

散でない面内の相互反射の基本式を導入し、 それを用いて完全拡散でトない面内の

光束伝達相互反射式を導いている。

第3章は、 反射指向特性モデルを構成するための基礎資料を得ることを目的と

している。実際の室内空間の内表面の反射指向特性を把握するため、 各種建築材

料を、 偏光を用いた表皮反射・層内反射分離変角測光法により測定している。次

に、 測定結果を表皮反射・層内反射別に分類することで、 反射指向特性の総合的

な性状を明らかにしている。

第4章では、完全拡散で〉ない面内の相互反射の計算法に実際の反射指向特性を

組み込むための数式モデルを構成している。 まず、 正反射性小素面の理論および

マスキングの概念を導入し、表皮反射のモデルを反射特性関数を用いて構成して

いる。次に、 層内反射比によって層内反射の反射指向特性のモデルを反射特性関

数を用いて構成している。さらに、測定値を用いて、 反射モデルを推定している。

第5章では、反射指向特性の数式モデルを完全拡散でない面内の光束伝達法に

組み込み、拡散反射面を持つ矩形室内の指向性輝度分布の性状を数値実験により

明らかにしている。数値実験の結果を、従来の近似的手法すなわち照度を求めた

後に完全拡散反射の仮定によって輝度に変換する方法による結果と比較している。

また、拡散反射面を持つ面内の指向性輝度分布を十分な精度で求めることのでき

る簡易計算法を開発し、 精算に比べて計算時間を大きく削減できることを示して

いる。

第6章では、 本研究を総括し、 今後の展望について述べている。

凋吐
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第2章 完全拡散でない面内の相互反射の計算法

2. 1 序

人が物を見る場合に、 人の目に入ってくるのは、 光源を出てから直接的に、 あ

るいは空間内で何度か反射されて間接的に物の表面に入射し、 人の目の方向に反

射された光である。物の表面の明るさを表わす物理量は輝度であるが、 従来は計

算・実測の容易な照度が照明設計に使われることが多かった。近年は、 「質の照

明」が求められており、 輝度に基づく照明設計が行われるようになりつつある。

しかし、 指向性輝度分布に大きく影響する物の表面の反射指向特性は、 完全拡散

性（均等拡散性ともいう）と仮定されるか、 考慮されたとしても視対象のみであ

り、 視対象を照明する間接光源として、 あるいは背景として視環境に大きく影響

する室内表面の輝度分布は、 完全拡散反射の仮定の下に計算されているのが現状

である。従来の完全拡散でない面内の相互反射の研究は、 次節で述べるように、

ほとんどが照度を求めることを目的としており、 指向性輝度分布の計算に適用す

ることは難しい。

本章では、 完全拡散でない面内の相互反射を解いて指向性輝度分布を求めるこ

とを目的としている本研究の理論的根拠を述べている。まず、 反射指向特性を反

射特性関数を用いて表わし、 それを用いて完全拡散で
、

ない面内の相互反射基本式

を示す。 さらに、 基本式を用いて以降の数値実験で
‘

用いる光束伝達相互反射式を

導く。
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2. 2 完全拡散でない面内の相互反射に関する従来の研究

完全拡散 でない園内の相互反射の研究は、 1960年頃より放射伝達の問題と

して始まっている。

EckertとSparrowは、 2鏡面問の相互反射を虚像法で解いている［1]。 また、

BevansとEdwards は、鏡面反射を1回行なった後は完全拡散反射をするものとし

て近似し［ 2］、 SarofimとHottelは、 完全拡散反射と鏡面反射の和 で近似した［3]o

ToorとViskan taは、反射指向特牲を確率密度関数で表わし、モンテカルロ法を適

用 した［4]o

中村は、 2次元の場合の非完全拡散面の解析法を示した［5] o また松本らは、

2次元の場合の非完全拡散面の数値計算を行なっている［6]o

放射伝達の分野での研究と前後して、 照明の分野でも研究が始まっている。

日 ’ Brien とBobc oは、 2壁面が鏡面の直方体室の相互反射を担っている［7］。 ま

た、 O'Brienは、 反射指向特性を鏡面反射と完全拡散反射の和で近似した［8](9]

[10］。

松浦は、 完全拡散で、ない面内の相互反射式［11]および入射角を考慮した正反射

と準完全拡散反射を含めた相互反射式を導き［12］、 2次元の場合［13］および3次

元の場合［ 14］について照度計算を行なった。飯塚らは、 l壁面が完全拡散反射成

分と正反射成分を有する場合の照度計算を行なった［15］。磁村らは、 同様の場合

について模型実験を行ない［16][17］、近似計算法を提案している［181(19] 0 

以上の完全拡散でない面内の研究は、 おもに未知数として照度を用いたもので

あるが、未知数として輝度を用いた場合は未知数の数が膨大になるため、 とれま

で数値実験的にも模型実験的にも研究された例はな〈、 松浦が輝度を未知数とす

る完全拡散でない面内の相互反射式を導いたのみである［11 1。

近年発達したコンビュ ー タ・グラフィックスの分野でも、 リアリティを得るた

めに反射指向特性を取り扱っている。
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この分野では、 一般に計算コストが重要視されるので、 アルゴリズムの研究が

盛んである［20］。反射の理論は光学の分野［21][22］から導入し、 近似を行なって

計算に組み込んでいる［23 1 [ 24 n 2s 1。

no
 



2. 3 反射指向特性を表わす量

2, 3. 1 反射特性関数

反射指向特性は、反射特性関数ρで表わす。前田は、反射特性関数を「入射光

の強さがδ（φ；）a(e；）で表される場合の反射光の強さ」と定義している［26］。

ここで、光の強さとは前田の定義した概念で、光東の立体角および面積密度であ

る［27］。しかし、光の強さは一般の測光量には定義されていないので、以下では

光の強さおよび反射特性関数を輝度を用いて定義する。

図2.3.1に示すように、微小面

dS上の点Pに、（8;,¢1）の方向から、

微小立体角d!;L内に光束d2φiが入射

するものとする。 P点の入射光の点光

度（入射光東の立体角密度）は、

dJ Pi =d2φ1/dQ 1 [cd] 

(2.3 .1) 

受光点密度は 1/dS[l/m2］で表わさ

れるので、面 dSの入射光の強さ

（入射光束の立体角および面積密度）

Jp;(8；， φ1）は、

N 

図2.3. 1 入射光の強さ

J Pl ( 8 1 ，φ1) =dJ p1/dS =d2φ1/dS dQ 1 [cd/m2] (2.3.2) 

入射光の強さ Jp1(81,¢1）とP点の照度dEp(e; ，φ1）とは、次の関係にある。

J Pl ( 8 l，φ1)=dEp(81，φ；）／dQ i (2.3.3) 

入射光が平行光の場合は、ディラックのデルタ関数を用いて、 P点の点光度は、

- 9 -



dJ Pi =dφio'（θ1 -e）δ（φ1一φ）／sine1 (2.3.4) 

面dSの入射光の強さJPi ( 8 i ，φ1）は、

J Pi ( 8 i，φ1)=dJ p1/dS 

=dφ10(81-8)0（φi一φ）／dSsin81 (2.3.5) 

で表わされる［28］。平行な入射光の強さ Jp1(81，φ；）と照度Ep(8 1，φ1）とは、

J Pi( 8 i，φi)=Ep(8i，φ；）δ（81-8）δ（φ1一φ）／sin81 

あるいは、

Ep( 8 i，φ1)= s .Jp1(81 ，φi)dQ 1 [lx] 
2π 

の関係にある。

面が銘散反射をする場

合の反射光の強さ（反射

光の光度の面積密度）

J PoD（θυφi; 8 0，φ。）

は、 入射光の強さ

J Pi ( 8 i ，φ；）と同様に

定義すれば、図2.3.2

を参照して、

J Poo（θi ，φ1；θ。， φ。） N 

φ＝O 

図2.3.2 反射光の強さ

J PoD( 8 i ，φi; 8 0，φ。）＝d2φ。／dSdQ。

とのとき、反射光の輝度は、

L p。（81，φ1；θ＇ o，φ。）＝d2φ。／dScosθ。dQ。［cd／皿2]

-10 -

(2.3.6) 

(2.3.7) 

(2.3.8) 

(2.3.9) 



であるから、反射光の強さを輝度で表わせば、

J PoD（θi ，φ1；θ。， φ。）＝ L p。（θi，φ1；θ。， φ。）cosθ。 (2.3.10) 

となる。

以上から、拡散反射する場合の反射特性関数ρo（θi，φ1；θ。， φ。）は、（2.3.7)

式と（2.3.10）式を用いて次式で定義される。

ρo（θi，φ1；θ。， φ。）＝

一一

J Poo（θi，φi；θ。， φ。）

S J Pi （θi ，φi)dQ i 
2π 

Lpo（θhφi；θ。， φ。）cosθ。

Ep（θi ，φi) 
[1/sr] (2.3.11) 

面が正反射をする場合の反射光の強さJPos（θi ，φ1；θ。， φ。）は以下のように

求められる。 （θ1，φi）の方向から JPi（θi ，φ；）の強さの平行光がP点に入

射し、照度EP(ei ，φi）を与えるとする。 反射光は（θ。， φ。）＝（θi，φi＋π）

の方向に平行光で反射される。 正反射率をRs（θ。， φ。）とすると、反射光東は

dφ。＝Rs（θi，φJEp（θi ，φddS [lm] (2.3.12) 

となるので、反射光の強さJPos( (J l，φ1：θ。， φ。）は、

J Pos（θ1，φ1；θ。， φ。）＝dφ。o（θ。ー θ）δ（φ。一 φ）／dSsin θ。

= Rs（θi，φ1) E p（θi ，φ；） 

×δ（θ1一θ。）δ（φ；＋ πーφ。）／sinθ1 (2.3.13) 

よって、正反射する場合の反射特性関数ρs（θi，φ1；θ。， φ。）は、 (2.3.7）式と

(2.3.13）式を用いて次式で定義される。
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ρsCθi ， φi ； θ。， φ。）＝
J Pos（θi， φi ； θ。， φ。）

s JPi (ei ，φi)dQ i 
2π 

=Rs（θi， φ1 ） δ （θi 一 θ 。） δ （φ1 ＋ π ー φ 。）／sinθ1

[1/sr] (2.3.14) 

拡散反射と正反射を合わせ持つ面の反射特性関数 ρ（θυφi ； θ。， φ 。）は、

ρ（θ i ， φ 1 ； θ o ， φ。）＝ ρo（θl ， φi ； θ。， φ。）＋ ρsCθi， φi ； θ 。， φ 。）

[1/sr] (2.3.15) 

(2.3.11）式と（2.3.14）式を用いれば、

L p。（θi ， φi ； θ。， φ。）cosθ 。
ρ（θi ， φi ； θ。， φ 。） ＝

Ep（θi ， φi) 

+Rs（θi ， φ1 ） δ （θ i
一 θ。） δ （φi＋ π ー φ 。）／sinθi

[1/sr] (2.3.16) 

以上のように、 反射特性関数は「平行光で与えた照度と、 反射光の光度の面積

密度の比」あるいは「平行光で与えた照度と、 反射光の輝度と反射角の余弦の積

の比」と定義することができる。
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2. 3. 2 その他の反射指向特性を表わす量

面の反射指向特性を表わす量には反射特性関数ρの他に、 以下のものがある。

(i) luminance factor （輝度率）βv[29]

L（θ。，φ。）
［ ー ］ (2.3.17) βvCθ。，φ。）＝

Lu 

ここに、L(e o，φ。）は面の（θ。，φ。）方向の輝度で、L uは同じ照明／受

光条件における反射率1の完全拡散面の輝度である。

(ii) luminance coefficient （輝度係数） q v[30] 

q vCθ。，φ。）＝
L（θ o，φ。）

E 
[1/sr] (2.3.18) 

ここに、L（θ。，φ。）は、 面の（θ。，φ。）方向の輝度で、 Eはそのときの

面の照度である。

(iii) bi-directional reflectance distribution function (BRDF) f r [31] 

dL rCθi，φ1 ； θ。，φ。）
f r Cθi ，φi ； θ。，φ。）＝ ．

’ dE ；（θ i ， φ1) 

dL rCθi ，φi ； θ。，φ。）

L 1 ( e 1 ，φ1)dQcosθi 
[1/sr] (2.3.19) 

ごとに、dLrCθi，φi; e o，φ。）は（θl，φ i ）の方向から微小立体角dQで

面を照明した場合の（θ。，φ。）方向の輝度で、dE1（θhφ；）はそのとき

の面の照度、 またL；（θi ，φェ）は入射輝度である。

－
 

q$u
 
’Ei
 



βv、qvの入射光は拡散光でも平行光でもよく、 frの入射光はρと同様平行光

である。入射光が（θi，φ1）の方向からの平行光の場合は、 βv、qvは次式のよう

に表わされる。

L(Oi,¢i；θ0. ¢。〉
β，.，（θi，φi；θo, 'P 。）＝一一一一一一一一一一一一 ［ー］

Lu（θi ，φd 
(2.3. 20) 

Qv（θi，φ1；θ。， φ。）＝一
L（θi，φt；θ。，φ。）

E（θi，φi) 
[1/sr] (2. 3.21) 

このとき、これらの量は反射特性関数と以下の関係にある。

ρ（θi，φ1；θ。， φ。）＝ fr（θi，φi；θ。， φ。）cosθ 。

= Qv（θt，φ1；θo，φ。）cosθ。

＝｛βvCθhφi; e仰が。）／π｝cosθ。 (2.3.22) 

反射特性関数は、輝度係数にならえば光度係数（ coefficient of luminous 

intensityあるいは luminousintensity coefficient ) [29］と呼ぶことができ

ょう。
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2, 4 相互反射基本式

2. 4. 1 完全拡散面内の相互反射基本式

次節に示す完全拡散で‘ない面内の相互反射基本式との比較のため、完全拡散面

内の相E反射基本式を示す。

完全拡散面S上の互いに向き合った任意の2点をx、x’とし、 xの全照度を

E(x）、直径照度をEd(x）、反射率をR(x）、 Xを含む微小面積を dS(x）とすれ

ば、相互反射の基礎式は、全照度E(x）を未知関数とするブレドホルム型第2種

積分方程式で表わされる。 （図2.4. 1参照）

E(x)= Ed(x)+ S R(x’）eo(x' ,x)E(x’）dS (x’） 
s 

e 。（x’，x）はx’よりxへの固有照度

係数で、

cosαcosβ 
eo(x’，x)= 

πr2 
(2.4.2) 

ただし、 α、βはxとx’を結ぶ線

とx、x’に立てた法線のなす角、

rはx、x’の距離である。

E(x) 
Ed(X) 
R(x) 

図2.4.1 完全拡散面

(2.4.1) 

この積分方程式を解析的に解くことは一般に困難であり、通常は適当な近似を

行なって多元連立方程式に離散化し数値的に解く。［32][33] 一般に、室内空間

は滑らかでなく、隅角部では照度分布が特異となるため、離散化に際して特別の

工夫が必要である。［34]
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2. 4. 2 完全拡散でない面内の相互反射基本式

松浦は、正反射成分を含む反射特性関数を用いて完全拡散でない面内の相互反

射の基本式を導いた。［11] 本節では、完全拡散でない面内の相互反射基本式を

示し、次節において、反射特性関数が正反射成分を含む場合の基本式を示す。

図2.4.2において、 L(x,x”〉、 Ld(x,x”）、 Lr(x,x＂）をそれぞ‘れ xの（x,x”）

方向の全輝度、初輝度および反射輝度とすると、

L(x,x”） = Ld(x,x”）＋ Lr(X,X” (2.4.3) 

ここで、初輝度とは面白身が光源である場合の光源の輝度である。

図2.4.2 完全拡散でない面

半空間（2π ［sr］）からxへの入射光による（x,x”）方向への反射輝度Lr(X,X”） 

は次のように導げる。

x’から（x',x）方向への全輝度L(x’，x）によって生じるxの照度をdEi(X’，x) 

とすると、
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dE i(X’，x) = L (x’，x)cos () i (x’，x)dQ i(X’，x) (2.4.4) 

dE i(X’，x）によって生じるxの（x,x勺方向の反射光の輝度を dL r(X’.x;x,x”）と

すると、反射光の強さはdLr(X’，x;x,x勺cos（）。（x,x勺で表わされるので、反射

特性関数ρ（x’，x;x,x”〉は、

ρ（x’，x;x,x勺＝
d Lr(X’，x;x,x") 

dE i(X’，x) 
cos（）。（x,x") 

(2.4 .5）式を変形し、（2.4.4）式を代入すれば、

cos() 1 (x’，x) 
dLr(X’，x;x,x勺＝ ρ（x’，x;x,x勺L(x’，x) 

cos（）。（x,x"

(2 .4.6）式を半空間（2π ［sr］）にわたって積分すれば、

L r(X,Xつ＝ sρ（x' ,x;x,xつL(x’，x) 
2π 

cos() i (x’，x) 

cos（）。（x,x"

(2.4.5) 

dQ i(X’，x) 

(2.4.6) 

dQ t(X’，x) 

(2.4.7) 

(2.4. 3）式に代入すれば、全輝度L(x,x勺を未知関数とする相互反射積分方程

式は次式で表わされる。

L(x,x")= Ld(x,x”） 

cos() i (x’，x) 
+ sρ（x’，x;x,xつL(x',x) dQt（ピ，x)
2πcos（）。（x,x勺

(2.4.8) 

あるいは、 dQi(X’，x)=dS (x’）cos（）。（ピ，x)/ { r ( x' , x) Pの関係を用いれば、

x’とxの固有照度係数eo（ピ，x）を用いて、

L(x,i')= Ld(x,x勺＋ s 
ρ（x',x;x,x開

s cos（）。（x,x”〉
πeo(x' ,x)L(x’，x)dS （ピ〉

(2.4.9) 
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2. 4. 3 拡散反射と正反射を合わせ持つ面内の相互反射基本式

空間の内表面が拡散反射と正反射を合わせ持つ場合も、（2.4.8）式あるいは（2.

4.9）式の相互反射積分方程式は形式的には成立する。 しかし、実際の数値計算を

する場合は特異な正反射成分を別に扱うことになるので、 以下では正反射成分を

分離した基本式を示す。［11]

反射特性関数ρが拡散反射成分ρDと正反射成分ρsからなるとき、（2.4.7）式は

L r(X,X
”

） = s ρo(x' ,x;x,x勺L(x
’

，x)
2π 

、、，
J一
、、，ノ

V
A

一

”

’
一
V
A

，
一

，

VA
一

VA

〆，‘、一
，，
t、

・
1
一

O

QU
一

ρυ

円
。

一

cu

nu
一

nu

pu
一

pu

dQ ;(X
’

，x) 

(2.4.10) 

右辺の第1項は半空間（2π）かもxへの入射光による（x,x
”

）方向への拡散反射光

の輝度であり、 第2項はXs
”

からXへの全輝度 L(xs", x） による（x,x
”

）方向へ

の正反射光の輝度である。 （図2.4.2参照） 第2項に（2.3.14）式を代入すれ

ば、 。 i(X
’

，x）＝θ。（x,x
”

）で、
あるので、

cos e i Cx
’

，x) 
+ s ρs(x' ,x;x,x

”

）L(x
’

，x) d Q t (x' , x) 
2π cosθ。（x,x

”

）

（第2項） = S R s(X
’

，x）δ ｛θi (x
’

，x） 一 θ。（x,x
”

）｝
2π 

×δ ｛φ i(X
’

，x）＋π － φ。（x,x
”

）}{1/sinθi(X
’

，x)} 

×L(x
’

，x)dQ i (x
’

，x) 

= S S R s(X
’

，x）δ ｛ θi (x', x） 一 θ。（x,x
”

）｝
φi θ1 

×δ ｛φ i(X
’

，x) ＋π － φ。（x,x
”

）｝L (x
’

，x)dθ；（x
’

，x)dφi(X
’

，x) 

= Rs(Xs”， x) L Cxs”， x) (2.4.11) 

よって、 正反射成分を含む反射特性関数を用いた相互反射積分方程式は、
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L (x,x .. ) = Ld(x, x”） 

COS 8 1(X’，x) 
+ lρo(X’，x;x,x”）L(x’，X) dQ t(X’，x) 
2π c o se。（x,x”）

+ Rs(xs'¥x) L(xs”，x) (2.4 .12) 

あるいは、 x’とxの固有照度係数eo(x’，x）を用いて、
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2. 5 光束伝達相互反射式

2. 5. 1 完全拡散面内の光束伝達相互反射式［35]

(a) 全光束を未知数とする場合

光束伝達法は、分割された要素に入射する光束を未知数とするため、要素の平

均の照度あるいは輝度が得られるのみであるが、要素が滑らかであれば相互反射

基本式の直接的数値解法におげる隅角部の処理［34 ］をする必要がなく、また非整

形の空間への応用が容易でトある。［36]

図2.5.1に示す完全拡散反射の閉じた面内の全内表面積SをN個に分割すれ

ば、（2.4.1）式は

E(x)= Ed(x）＋主j R(x ’ ） e oCx' ,x) E (x ’ ）dS （ピ）
J=1 SJ 

(2.5.1）式を分割面 S Iについて積分すれば、

S E (x)d S (x) = S E d(x)dS (x) 
S1 S1 

+ :i: S S R (x ’ ）eo(x',x)E（ピ）dS（めdS(x) 
J=1 S1 SJ 

(2.5.1) 

(2.5.2) 

左辺および右辺第1項はそれぞれ分割面S Iに入射する全光東φi I および直接光

束φ idlで、ある。ここで、分割面SJでお全照度E(x ’ 〉と反射率R(x ’ ）を一定と仮定

する。 S Jの反射率をRJとすると（2.5.2）式は、

φi 1 ＝ φi d l ＋三三RJf JI ②i J 
J=1 

ここに、f JIは固有光束分布係数（形態係数）で次式で表わされる。
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図2.5.1 完全拡散面内の光束伝達

f J1= - S S eo(x’，x)dS (x’）dS (x) 
SJ S1 SJ 

ただし、 eo(X’，x）は固有照度係数。

( b ) 間接光束を未知数とする場合

xの間接照度をEr(X）とすれば、

E (x)= Ed(x) + E r(X) 

(2.5.5）式を（2.4.1）式に代入すれば、［37]

Er(X)= Er1(x)+ S R(x’）eo(x’，x) E r(X’）dS(x’） 
s 

ただし、 Er1 (x）は第 1回反射光による照度であり、

E r1 (x) = S R (x’） e o(x' ,x) E d(x’）dS (x’） 
s 
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(2.5.5) 

(2.5.6) 

(2.5.7) 



全内表面積SをN個に分割し、（2.5.6）式を分割面Szについて積分すれば、

S Er(x)dS(x)= S Er1(x)dS(x) 
S1 S1 

N 

+ ~ S S R(x’）e 。（x’，x)Er(X’）dS (x’）dS (x) 
J=t S1 SJ 

(2.5.8) 

左辺および右辺第1項はそれぞれ分割面SIに入射する間接光束φirlおよび第1

岡反射光束φir 11である。 分割面SJで間接照度と反射率を一定と仮定すると、

(2.5.8）式は、

N 

φi rl ＝φ1r11＋三三 RJfJIφi rJ 
J=t 

ただし、第1回反射光束φir11は、（2.5.7）式より、

φ1r11= S Er1Cx)dS(x) 
S1 

= S S R(x’）eo（ピ，X)Ed(X’）dS (x’）dS (x) 
S1 S 

(2.5.9) 

(2.5.10) 

一般に、直接照度は間接照度に比べて特異な分布をする事が多く、全照度の分

布も特異になるごとが多い。 従って、分割面SJ で全照度E(x’）を一定と仮定

した（2.5.3）式よりも間接照度Er(X’）を一定と仮定する（2.5.9）式の方が精度が

よい。
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2. 5. 2 完全拡散でない面内の光束伝達相互反射式

(a) 全光束を未知数とする場合

図2.5.2に示す完全拡散でFない閉じた面内の全内表面積SをN個に分割すれ

ば、（2.4.9）式は、

Nρ（x’，x;x,x”） 
L(x,x”）＝ Ld(x,x'')+ 玄 1 πe  o(X’，x) L (x', x)dS (x’） 

J=t SJ COS8。（x,x”）
(2.5.11) 

(2.5.11）式の両辺にπeo(x,x＂）をかげて分割面 SI、Sdごついて積分すれば、

s jπe  o(X,X”）L (x,x”）dS (x)dS (x”） 
SK S1 

= s jπe  o(X,X”） Ld(X,X”）dS (x)dS (x”） 
SK s I 

Nρ（x’，x;x,x”） 
+ 玄 s s jπe  o(X’，x) L(x’，x) 

J= 1 SK SI SJ COS 8。（x,x”）

×πeo(x,x”）dS (x’）dS (x)dS (x” 

SK俊一

図2.5.2 完全拡散面でない面内の光束伝達
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(2.5.12) 



左辺および右辺第1項はそれぞれ分割面SIを発散して分割面SKに入射する全光

束φIKおよび直接光束φdIKである。 各分割面SJ、SI間で全輝度が一定値LJI

をとると仮定すると、（2.5.12）式は、

φIK＝φdlK 

N 

＋ 玄 πLJd S S 
ρ（x’，x;x,x”） 

e 。（x’，x)
J=1 SK S1 SJ cosθ。（x,x”）

×πe o(X,XつdS(x’）dS(x)dS (x”） (2.5.13) 

固有光東分布係数fJIを用いて、

φIK＝φdlK 

N 1 
＋三三 πLJ1fJ1SJ 
J=1 f JI SJ 

ρ（x’，x;x,x”） 
×j S S e o(X’，x）πe o(X,X”）dS(x’）dS(x)dS(x”） 

SK S1 SJ COSθ。（x,x”
(2.5.14) 

分割面SJを発散して分割面SIに入射する全光東πLJ1fJ1SJをφJIとすれば、

全光束を未知数とする光束伝達相互反射式は、

N 

φIK＝φdIK十三三 FJIKφJ I 
J=l 

ただし、

1 
F JIK = s s s 

f .11 SJ 

ρ（x’，x;x,x”） 

case。（x,x”）

×e o(X’，x）πe o(X,X”）dS (x’）dS (x)dS (x”） 
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(2.5.15) 

(2.5.16) 



係数FJIKは、 SJを発散してSIに直接入射する光束のうちSIで反射してSKに直

接入射する光束の比率である。

( b ) 間接光束を未知数とする場合

(2.4.3）式を（2.4.9）式に代入すれば、

Lr(X,X”）＝ Lr1(X,X” 

ρ（x’，x;x,x”） 
+ s πe  o(x' ,x) L r(x' ,x)dS (x’） 

s cosθ。（x,x”）

ただし、 Lr1(X,X”）は第1回反射光の輝度であり、

ρ（x’，x;x,x”） 
Lr1(X,X”） = s πe o(x' ,x)Ld(x’，x)dS (x’） 

s cosθ。（x,x”）

(2.5.17) 

(2.5.18) 

全内表面積SをN個に分割し、（2.5.18）式の両辺にπeo(x,x”）をかけて分割面

s I、SKについて積分すれば

s jπe  。（x,xつLr(x,x'')dS(x)dS (x”） 
SK S1 

= s sπeo(x,x勺Lr1(X,X”）d S (x)dS (x”） 
SK SI 

N ρ（x’，x;x,x”） 
+ ~ s s s πe  o(X’，x) L r(X’，x) 
J= 1 SK S1 SJ COSθ。（x,x”）

×πeo(x,x”）dS (x’）dS (x)dS (x”） (2.5.19) 

左辺および右辺第 l項はそれぞれ分割面SIを発散して分割面SKに入射する間接

光束φruおよび第1回反射光束φr1 IKである。 各分割面SJ、SI聞で、反射輝度

が一定と仮定すると、間接光束を未知数とする光東伝達相互反射式は、
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N 

φr IK＝φr11K＋三三 FJIKφrJI 
J= 1 

ただし、第1回反射光東φrlIKは、（2.5.18）式より、

φr1IK: s jπe  o(X,X”） Lr1(X,X”）dS (x)dS (x”） 
SK S1 

ρ（x’，x;x,x”） 
= s s j πe  o(x' ,x）πe o(X,X”） 

SK S1 S COSθ 。（x.x”）

×Ld(x’，x)dS (x’）dS (x)dS (x”） 

(2.5.20) 

(2.5.21) 

全輝度の分布は反射輝度の分布に比べて特異になることが多いので、分割面

s J、SI聞で・全輝度が一定と仮定する（2.5.15）式よりも反射輝度を一定と仮定す

る（2.5.20）式の方カ？精度がよい。
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2. 5. 3 魅散反射と正反射を合わせ持つ面内の光東伝達相互反射式

反射特性関数ρが拡散反射成分ρDと正反射成分Psからなるときは、係数Fも

tJ!散反射成分Foと正反射成分Fsに分離して、

F JIJ<= FoJIK+ FsJIK 

1 ρo(x’，x;x,x”） 

f JI SJ 
s s s 
SK SI SJ COSθ。（x,x”）

FoJ1K= 

Xe oCx’，x）πeo(x,x”）dS (x’）dS (x)dS (x”） 

1ρs(x'  ,x;x,x" 
E、SJIK= S S j一一

f JI S J SK S I SJ COSθ 。（x,x”）

×e oCx • ,x）πe  oCx,x”）dS (x’）dS (x)dS (x”） 

(2. 5. 24）式に（2.3.14）式を代入すれば、

1 
FsJ1K= 5 5 5 Rs｛θI (X’，x)} 

f JI S J SK S I SJ 

x a{ fJ 1Cx' ,x）ー θ。（x,x勺｝o{¢ 1(x' ,x）＋ π一φ。（x,x”）｝

e o(x' ,x）πe o(x,x” 
dS (x’）dS (x)d S (x”） X 

sinθ1(X’，x)cosθ ロ（x,x”）

1 
= 5 5 D [Xs”， SJ]Rs｛θ1Cxs",x)} 

× 

f J1SJ SK Sr 

cosθ1 (xs", x) 

cosθ 。（x,x”）
e o(x,x”）dS (x)d S (x”） 

(2.5.22) 

(2. 5. 23) 

(2.5.24) 

(2.5.25) 

とこに、 xs”はx”のXに関する正反射像であり、 D[xsぺSJlはxs”がSJの内

部にあることを判定する関数である。 （図2.5.3参照）
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D [xs”，S J] = sδ｛θi(X’，x)-e。（x,x”）｝δ｛φi(X’，x）＋ πーφ。（x,x”）｝
QJ 

sinθ1(X’，x) 

(1 （山J)

0 (Xs”e s J) 

× dQ(x’，x) 

(2.5.26) 

SJ 

図2.5.3 正反射成分を含む面の光束伝達

係数の拡散反射成分FDと正反射成分FBを用いて、拡散反射と正反射を合わせ

持つ面内の全光束を未知数とする光束伝達相互反射式は、（2.5.15）式に（2.5.22)

式を代入して、
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(2.5.27) 
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また、間接光東を未知数とする光束伝達相互反射式は、（2.5.20）式に（2.5.22）式

を代入して、

N N 

φr  IK＝φr1 IK ＋三三 FoJIKφrJI＋三三 F SJIKφrJI (2.5.28) 
J=l ,J=l 

ただし、第 l回反射光束φr1IKは、（2.5.18）式より、

ρ（x’，x;x,x”） 
φrtIK= S S jπe  o(X’，x) 

SKSI S COSθ 。（x,x”）

×πeo(x,x'') Ld(x' ,x)dS(x’）d S (x)dS (x”） 

cosθi(Xs”，x) 
+ S S D [xsぺSl Rs｛θi (Xs”，x)} 

SK S1 COSθ 。（x,x”）

×πeo(X, x") Ld(Xs”，x)dS (x)dS (x”） (2.5.29) 
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2. 6 結

本章では、 本研究の理論的根拠となる基本式を展開した。 まず、 平行光で与え

た照度とそのときの反射光の強さである反射特性関数を用いて拡散反射面の反射

指向特性および拡散反射と正反射を合わせ持つ面の反射指向特性を表現した。次

に、 照度を未知数とする完全拡散面内の相互反射基本式と、 輝度を未知数とする

完全拡散でない面内の相互反射基本式を導入した。 それを用いて完全拡散面内お

よび完全拡散でない面内の光束伝達相互反射式を、 全光束を未知数とする場合と

間接光束を未知数とする場合について導いた。
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第3章建築材料の反射指向特性の棚定

3. 1 序

照明計算を行う場合、空間の構成面の反射指向特性を完全拡散性（均等拡散性

ともいう）とすることが多い。しかし、実際の室の構成面は完全拡散性でも正反

射性でもなく、その中間的な反射指向特性（拡散反射性）を持っと考えられるが

これに閲する実用的な資料は必ずしも十分ではない。

完全拡散でない面内の相互反射について、あるいは物の見え方を主とする視環

境について予棚計算するためには、空間の構成面の反射指向特性を計算に組み込

む必要がある。それには、実際の建築材料の様々な反射指向特性を実験的に明ら

かにし、それをもとに実際の照明計算に組み込める反射指向特性モデルを構成す

ることが必要である。

本研究では、このようなモデルを構成するための資料を得るために、一般の建

築材料の反射指向特性を実棚によって明らかにした。さらに偏光を用いて表皮反

射光と層内反射光を分離し、入射光の角度条件および材料表面の状態によって、

表皮反射光と層内反射光が異なる反射指向特性を持つことを示す。
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3. 2 反射指向特性に関する従来の研究

物質表面の反射指向特性については、光沢の問題として古〈から理論的、実験

的研究が行なわれている。［1]

照明工学的には、前田が厳密な定義がされていなかった面の光の強さを定義し

[2）、 面の反射指向特性を表わす量として反射牽の密度関数である反射特性関数

ρを定義した。［3][4]

伊藤、手塚は、視対象の反射指向特性を測定した。［5）松浦らは、建築内装材

やプラインドの羽根板の反射指向特性を相互反射計算の物性値を得ることを目的

に測定している。［6][7] 松本らは、建築材料の日射に対する反射指向特性を測

定している。［8][9]
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3, 3 反射指向特性の測定

3. 3. 1 反射特性関数

反射指向特性は、前田によって定義された反射特性関数14］を用いて表現した。

反射特性関数ρは、点（あるいは十分小さな面）での入射光（平行光）による照

度と反射光の光度の比であり次式で表される。

L（θi ，φ1；θ。， φ。）cosθ。
ρ（θt ，φl；θ。， φ。）＝ [ 1/sr] (3. 3 .1) 

E（θi，φi) 

ここに、 θhφ1、θ。、 φ。はそれぞれ入射角、入射方位角、反射角、反射方位

角を、またL（θ1.φ1；θ。， φ。）は反射光の輝度、 E(O;，φ；）は入射光による照

度を表す。

また、反射特性関数ρは、反射光の立体角（2πlsr］）で‘積分すれば反射率とな

る。
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3. 3. 2 偏光を用いた表皮反射、層内反射の分離

図3.3. 1 (a）のように、紙などの非金属材料の表面に入射した光が一部は境

界面で反射し、一部は内部へ屈折して散乱、吸収を繰り返したのち再び境界面か

ら外へ出るときに、前者を表皮反射、後者を層内反射と呼ぶ。［10] 表皮反射光

はフレネルの透明体境界面での反射理論に従い、その色は入射光の色とほとんど

同じである。層内反射光は内部層で選択吸収を受付るため材料特有の物体色を示

す。金属材料の場合は、図3.3. 1 (b）のように、材料特有の物体色を示す表皮

反射光のみである。

入射光 表皮反射光のみ

(a）非金属材料 (b）金属材料

図3.3.1 材料表面の表皮反射と層内反射

表皮反射、層内反射の分離は田中の方法によった。［11] これは入射光として

平面偏光を使用し、反射光の偏光特性を測定することで両成分を分離する方法で

ある。この方法は、表皮反射光は入射光と同じ偏光面を持つ平面偏光で‘反射され、

層内反射光は偏光性がまったくなくなるという仮定を使っている。この仮定が第

一近似として成り立つことは蓮沼によって確認されている。［12]

いま、入射光と反射光のなす面に平行な偏光面を持つ平面偏光（p偏光）を入射

光として使い、反射光のP偏光とこれと直角なs偏光の成分の強さを Ipp、lps

とし、このときの表皮反射光の成分をMP、層内反射光の成分をDPとする。上述

の仮定により、表皮反射成分Mpはそのままp偏光で反射され、層内反射成分DP

は偏光性が全くなくなるのでp偏光と s偏光は 1: 1の割合で反射されることか
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ら、次式が成立する。 （図3.3.2参照）

I pp=MP+ Dp/2 

I Ps= Dp/2 

(3.3.2) 

(l.3 .3) 

同様に入射光としてs偏光を使い、反射光のp偏光とこれと直角なs偏光の成分

の強さをI5P、I55として、このときの表皮反射光の成分をM5、層内反射光の

成分をD5とすると、次式が成立する。 （図3.3.2参照）

l5p=D5/2 (3.3.4) 

I 55=M5+ D5/2 (3.3.5) 

p-1, and s・1. : p-and s- polarized light beams 

図3.3.2 偏光による表皮反射と層内反射の分離

光源として自然光（非偏光）を使用し、正しい偏光器によって平面偏光をつく

れば、入射光のp偏光の強さとs偏光の強さは等しいので、入射光として自然光

（非偏光）を使用した場合の反射光の表皮反射成分M、 層内反射成分Dは、次

式のようになる。

M=MP+M5= I pp-lp5-I 5P+ I 55 

D = DP+ D 5= 2 I P5+ 2 I 5P 
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反射特性関数ρをM:Dの比に分割すると反射特性関数の表皮反射成分ρM、層内

反射成分ρDを得る。 （図3.3.3参照）

ρM＝ρ・M/ (M+D) 

ρo＝ρ・D/(M+D)

(3.3.8) 

(3.3.9) 

図3.3.3 反射特性関数ρの表皮反射成分ρMと層内反射成分ρD

-40 -



3. 3. 3 測定装置

測定装置は、光源と変角測光装置からなる。 （図3.3.4参照）

光源にはD65標準光源（JISZ 8720）に近似する 500Wのキセノンランプを用

い、ランプーからの光を100mmφの凸レンズによって平行光（聞き角は約10’）とし

た。測定は、照度計（ミノルタ T1 M）を用いて光源の出力が変動しないことを

確かめながら行った。

試料台（水平面内、鉛直面内で回転可能）

遮光桓

め戸北ムィJ…－

::::~::~~Ail 

キセノンランプ

図3.3.4 変角測光装置の概要（平面図）

3. 3. 2節で述べたように、表皮、層内反射成分を分離するためには入射光

が自然光（非偏光）でなくてはならないが、入射光の偏光度pを測定した結果、

約0.012で、あって、入射光はほぼ非偏光とみなせる。ただし偏光度pは次式で表

わされる。

P = (Ima><-I min)/ ( I max+ I min) (3.3.10) 

ここでIma＞＜、 Iminとは、入射光の各偏光成分の強さの内の最大値と最小値で、あ
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る。なお、入射側（東芝フィルターPL52mmφ ）、反射側（東芝フィルターPL 

49mmφ）の偏光フィルターを重ねた場合の透過率の最小値と最大値の比は約0.035

であった。

変角測光装置は、試料台を水平面内（回転角α）および鉛直面内（回転角r)

で回転させることができ、 試料の試料台への取り付け角（回転角δ＋φi）を変

えることができる。ここでSは方位角の基準線（φi＝φ。＝O・）の角度である。

また、輝度計（トプコンBM3、聞き角2・）を取り付けた腕は、水平面内（回転

角β）で回転させることができる。各回転軸および入射光軸、反射光軸はすべて

試料台に取り付けた試料の中心にー致するようになっている。これらの回転角を、

あらかじめ計算しておいた角度に合わせることで、任意の入射角（：） i,. 入射方位

角φh反射角。。、反射方位角φ。を設定することができる。 以下に、回転角の

関係式を示す。 （図3.3.5参照）

o =sin-1 (tana/f日ji7a+訂n7Y)

{:) i = cos -1 ( cosαcosr) 

θ。＝cos-1 ( cosβcosγ ） 

φ。＝δ＋sin-1(tanβ／Jτ茄2万平石n7Y)

N 

水平面

φ。

図3.3.5 変角測光装置の角度関係
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(3.3.12) 

(3.3.13) 

(3.3.14) 

試料の中心線



3. 3. 4 棚定手順

(3.3.1）式における試斜面照度E(Bi，φi）は、試料台に標準白色板（硫酸バリ

ウム、島津光電分光光度計QV50付属品、 30mm¢ ）を取り付げて、輝度

Lds（θi，φ1；θo，φ。〉を湖定し、次式から求めた。

πLds（θi ，φ1；θ。，φ。〉
E（θ1，φi) = [Ix] (3.3.15) 

rds 

ごとに、標準白色板は完全拡散であるとし、その反射率r却を0.97とした。また

入射角θi、入射方位角私、反射角θ。、反射方位角φ。は （θi，φi；θo，φ。〉

== (45・，0・；0・，00）または（60・.o・；0・，0・〉とした。

試料の湖定は、まず入射側、反射側の偏光フィルターを取り外し、各角度条件

の反射光輝度L（θhφ1；θo，φ。〉を棚定して反射特性関数ρを（3.3 .1）式より求

め、次に偏光フィルターを取り付げて同じ角度条件におげる反射光の各偏光成分

の強さ（輝度） I PP、IP5、IBP、Issを湖定して、反射特性関数の表皮反射成

分ρMと層内反射成分ρDを（3.3.6）、（3.3.7）、（3.3.8）、（3.3.9）式より求めた。
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3. 3. 5 参考測定

3. 3. 5. 1 正反射率測定装置と測定手順

正反射方向の指向性の強い試料では、反射特性関数ρが無限大となり、 3.3. 

3節の測定装置では測定が困難であるので、正反射率Rrを別に測定した。 ただ

し、ここでの正反射率は、近似的に正反射方向に聞き角 20で反射する光束と入

射光束の比としている。測定装置は、反射特性関数の測定装置と同じ光源（キセ

ノンランプ、 500W）および照度計（ミノルタTlM）を内蔵した受光部（聞き角

2・）からなる。 （図3.3.6参照）

遮光甑
平行光

金量堕

照度計受光都

受光部断面図ー

図3.3.6 正反射率測定装置の概要

測定は、鏡面光沢度の一次標準面（JISZ 8741、屈折率1.50）の照度値Ersお

よび試料の照度値Erを測定し、次式により正反射率Rrを求めた。

Er 
Rr= 一一一－ Rrs (3.3.16) 

E rs 
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ただし、（3.3.16）式において R rs とは一 次標準面の正反射率であり、 次式

（フレネルの式）で表される。

1 ( sin 2 ( i - r ) tan 2 ( i - r ) 1 
R rs

= - { + f ( iメ0)
2 l s in 2 ( i + r ) tan 2 ( i + r ) J 

(3.3.17) 

ここに、 i,rはそれぞれ入射角、 屈折角を表す。 入射角1を45 。 、 屈折率n

= sin i /sin r を1. 50として計算すると、 正反射率R rsは0.050であった。
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3. 3. 5. 2 色彩色差計による測定

色彩色差計（ミノルタCR 1 1 0、測定面50mmφ ）を用いて試料の拡散入射反

射率［%］と色度（Y,x, y）を測定した。測定結果を表3.3.1に示す。

キセノンランプー
遮光板

拡散板

試料

図3.3.7 色彩色差計の照明光学系
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試料6 3. 3. 

一プ［131により作成された木質系

イズ） 74種から戸3.3.1』ご示す試料について測

増田稔博士（京大農学部）の属する研究グ

および非木質系材料（ B5版

定した。

試料一覧一3.3.1

y 
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木質材料においては入射方位を、試料の長手方向の中心線（繊維と平行）を入

射方位角φiの基準として平行入射（ φi= 0° ）、垂直入射（ φi= 90。）、斜め

入射1（φi =-45。）、斜め入射2 （φi =45＇）の 4通りとした。 （図3.3.8

参照）

斜の入射2（仇＝45・）

平行入射（仇＝O・〉

畏手方向の中心線

図3.3.8 入射方位
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3. 4 測定結果と考察

3. 4. 1 入射面内の測定結果と考察

入射面内の測定結果を図3.4.1に示す。ただし、ここでの入射面内とは、試

料の法線と入射光軸を合む面（入射面）内に反射光軸が含まれる場合の角度条件

｛図3.3.5においてγ：：：： 0。とする）をいう。反射特性関数ρ、その層内反射

成分ρD、表皮反射成分ρMを反射角。。による極座標で表してある。 ×印は測定

点ρ＜e。）を、また矢印は入射光軸および正反射光軸を表し、 原点に接する円は

反射率1の完全拡散面の反射特性関数ρ＝cosθ。／π[1/sr］で、ある。また、正反

射率Rrを測定した試料について図中に示した。

図3.4. 1 (a), (b）パc）パd）は、素材（ひのき， No.104，塗装なし，手がんな

仕上げ）を入射方位と入射角θtを変えて測定した結果である。 （繊維に対して）

平行入射の（a),(b）と比べて垂直入射の（c),(d）では、 層内反射成分ρDはより完

全拡散性に近くなり、 表皮反射成分ρMは正反射方向以外の値がより大きくなる。

また、入射角45。の（a),(c）と比べて入射角印。の（b）ベd）で・は層内反射成分ρD

はあまり変化せず表皮反射成分ρMは全体的に値が大きくなる。 入射条件（入射

方位、入射角）カ唆わると表皮反射成分PMが顕著に変化し、 反射特性関数ρに

大きく影響することがわかる。図3. 4 . 1 (e), (f）はいずれもっき板で、（g)(No.

205）は塗装なし、（h)(No.206）は樹脂塗装を施したものである。塗装により正

反射方向の表皮反射成分ρMがかなり増大したが、 正反射率Rrは0.001とそれほ

ど大きくはない。

図3. 4 . 1 (g), (h）はプリント紙（No.302，樹脂塗装）を、入射角θtを変えて

測定した結果である。 入射角81が45。から60。へと大きくなると、層内反射成

分ρDはほとんど変化しないが表皮反射成分ρMは素材（ひのき）の場合と同様に

増大する。 図3.4. 1 (i）はクロスである。表皮反射成分ρM、層内反射成分ρD

とも完全拡散性に近いことがわかる。 図3.4. 1 (j）はたたみの（車齢在に対し
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て）平行入射である。 素材（ひのき）と似た指向特性を持つ。

図3.4. 1 (k）は花尚岩（No.601，ジ、エツト仕上げ）で、表面にはかなり凸凹

がある。層内反射成分ρDはほぼ完全拡散性で、表皮反射成分ρMはあまり大きく

ない。図3.4. 1 (1）は大理石（No.610，水磨仕上げ）である。 表面には鈍い光

沢があり、正反射率Rrは0.027であった。 層内反射成分ρDはほぼ完全拡散性で‘

ある。

図3.4. 1 (m）はインシュレーションボードで、表皮反射成分ρMは少なく、層

内反射成分ρDはほぼ完全拡散性で‘ある。図3.4. 1 (n）は、 Pタイルで、表皮反

射成分ρMは正反射方向に指向性を持つがそれほど大きくはなく、 層内反射成分

ρDはほぼ完全拡散性で‘ある。

図3.4. 1 (o）は、 試料面照度E（θi，φ1）を求める際に使用した標準白色板

（硫酸バリウム）の反射指向特性で、ほとんど完全拡散性である。

いず、れの試料も、層内反射はおおむね拡散性で入射条件や材料表面の状態が変

わっても変化が少ないのに対し、表皮反射は入射条件および表面の状態に左右さ

れ、正反射方向を中心とする指向性を持ち、反射指向特性の総合的な性状に大き

く影響している。
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0.0 o. 159 0.318 
[I/Sri 

0.0 0.159 0.31日
ー (I/Sri

o.o 0.159 0.318 
UIS.I 

0.0 0.159 0.318 
[I/Sri 

(c）素材（ひのき）, No.104，塗装なし (d）素材（ひのき），No.104，塗装なし

0.0 0.159 IVS.I 0.318 0.0 0・159 [I/Sri 0.318 

(e）っき板（チーク），No.205，塗装なし (f)っき板（チーク），No.205，樹脂塗装

(g）プリント紙，No.302，樹脂塗装 (h）プリント紙，No.302，樹脂塗装

図3.4. 1 入射面内の反射特性関数の測定結果（つづく）
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〈皿）インシュレイションボード，No.403 (n)Pタイル，No.741 

0.159 0.318 
II/Sri 

(o）硫酸バリウム

図3.4.l 入射面内の反射特性関数の測定結果（つづき）
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3. 4. 2 入射面外の測定結果と考察

図3.4. 2 (a）～（h）は、図3.4. 1 (a）～（d）と同じ試料（素材（ひのき），塗装

なし，手がんな仕上げ）を、入射角θiは45・に固定し、 入射方位を変えて入射

面外について測定した結果である。ただし、ここでの入射面外とは、試料の法線

と入射光軸を含む面（入射面）に反射光軸が含まれない場合の角度条件 （図3.

3.5において r>O。とする）をいう。反射特性関数の表皮反射成分ρM、層内

反射成分ρDを反射角θ。と反射方位角φ。による等距離射影図上に等高線で表し

てある。図中の×印は入射光の座標ce i ，φdを、 ・印は測定点の座標ce。， φ。）

を表す。また、図の中央に試料の木目（繊維）方向に対する入射方向を矢印で示

した。

図3.4. 2 (a）、（b）および図3.4. 2 (c）、（d）は、それぞれ（繊維に対して）平

行入射および垂直入射の場合の反射特性関数の表皮反射成分ρM、 層内反射成分

ρDでトある。 図3.4. 2 (e）、（f)および図3.4. 2 (g）、（h）は、斜め入射lおよび

斜め入射2の場合の表皮反射成分ρM、層内反射成分ρDである。

図3.4. 2 (a）、（c）、（e）、（g）から、表皮反射成分ρMは入射方位によってその反

射指向特性は大きく異なるが、いずれの方位においても木目と平行な方向にはあ

まり拡がらず、木目と垂直な方向によく拡がることがわかる。

図3.4. 2 (b）、（d）ぺf)、（h）から、 層内反射成分ρDも表皮反射成分ρMと同織

に木目の方向に影響を受付るが、 その影響は、表皮反射成分ρMほど強くないこ

とがわかる。

入射面内の測定結果と同様に層内反射はおおむね拡散性であるが、表皮反射は

入射条件に左右され、反射指向特性の総合的な性状に大きく影響している。
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図3.4.2 入射面外の反射特性関数の測定結果
（素材（ひのき）, No.104，入射角45・）
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3. 5 反射指向特性の分類

測定結果からわかるように実際の室空間の構成面の反射指向特性は必ずしも完

全拡散性ではない。とのことは、完全革散の仮定の下の照明計算法が必ずしも正

しい解を与えるものではないことを示唆している。

反射指向特性モデルは、それを組み込む照明計算の手法によってその構造を決

定しな』すればならない。ここでは、次章の相互反射計算のための反射指向特性モ

デルの構成に先だって、今回の測定結果のうち入射面内のものについて定性的に

分類することを試みた。

反射指向特性モデルとしては以下の4通りを考える。 （表3.・5. 1参照）

( I ）正反射は、正反射方向の狭い範囲に集中する成分とする。

(II）準正反射は、正反射方向に集中するが（ I)ほど大きくはない拡散反射成分

とする。

(III）半拡散反射は、（ II）と(IV）の中間的な拡散反射成分とする。

(IV）完全革散反射は、ほぽ完全拡散の成分とする。

入射面内の測定結果（図3.4. 1参照）を表皮・層内各反射成分ごとに4通りの

モデルに分類し表3.5.1の様に整理した。

表3.5. 1から今回測定した試料については、表皮反射成分では（II）準正反射

と（田）半拡散反射が多く、層内反射成分では（田）半拡散反射と（N）完全拡散反射

が多いととがわかる。つまり、表皮反射成分は正反射方向を中心とする拡散反射

性を持ち、層内反射成分は完全誌散性または完全拡散性に近い拡散反射性を持つ

ことが多い。
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表3. 5. 1 反身封筒旬特性の分類

モ デル の 配 光

�I＼！グ｜＼川川｜
（

賦〕

I.正反射

II.準正反射
c.,-、

｜
配

光 Ill.半拡散反射
Cわ

(a）素材［A](P) I (i ）クロス
は (b）素材［A](P)
表 (g）っき板［ B]
皮 (j）たたみ（P)
反
脅す N.完全拡昔版射 (1）大理石 l E] (e）アリント合板［ C] (c）新杭A](V) (m）インシュレイション
と (f)7

＇ リント合板I C] (d）薪剥AJ(V) ポード
同 (n)P タイル (k}T摘岩［ DJ (o）機撃白色板
t議

V. なし I Ch）っき板［ C]
（表皮反射に
比べて小さい）

注．試料欄の（a）～（o）の記号は、図 3. 4. 1 の記号（a）～（o）に対応する。
[A］～［ E ］の記号は、材料の表面処理を表す。（表3. 3. 1 参照）
(P）、（V）の記号は入射方位（平行入射、垂直入射）を表す。 （図3. 3. 8 参照）



3. 6 結

一般の建築材料の反射指向特性を測定し、入射光と同じ色を持つ表皮反射成分

と、材料特有の物体色を示す層内反射成分とに分離した。

測定結果から、反射指向特性の層内反射成分は完全拡散性に近く入射条件（入

射角および入射方位）と材料表面の状態が変わっても顕著には変化しないが、表

皮反射成分は入射条件と材料表面の状態によって著しく変化し反射指向特性その

ものに大きく影響することがわかった。

測定結果の表皮反射成分と層内反射成分を定性的に分類し、それらを組み合わ

せることで、表皮反射成分は正反射方向を中心とする拡散反射性を持ち、層内反

射成分は完全拡散性または完全拡散性に近い拡散反射性を持つことが多いという

ことカtわカ亙った。
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第4章反射指向特性の数式モデル化

4. 1 序

物質表面の反射光は、層内反射光と表皮反射光の和であると考えられる。前者

は、非金属透明体の表面より内部へ屈折した入射光が、内部層で多重反射・散乱

を経て再び表面より出てきた反射光で、一般に拡散反射となる。後者は、金属・

非金属を問わず、表面への入射光がそのまま反射されたもので、表面の凹凸の状

態によって正反射から拡散反射へと変化する。 （図4.1. 1参照）

通常、照明計算におげる室内の相互反射の計算は、室空間を適当な要素に分割

し、各要素聞の光束伝達を解く。要素が完全拡散性の場合は、反射指向特性は拡

散反射率で一元的に表される。また、要素が正反射性の場合は、反射指向特性は

入射角と表皮の屈折率によって決まる正反射率で表される。一方、要素が完全拡

散性でも正反射性で、もない中間的な反射指向特性（拡散反射性）の場合は、反射

指向特性は入射・反射の角度条件、表皮の屈折率、後述の層内反射比など様々な

要因に影響される。

照明計算を行なう場合、実際の建築仕上げ材料の反射指向特性を、光学的測定

により十分に把握した上で計算に組み込まなげればならない。仕上げ材料が完全

拡散性または正反射性の場合は、測定は比較的容易である。しかし、材料が拡散

反射性である場合は、照明計算に必要とされるあらゆる角度条件について反射指

向特性を測定することは実用的でないので、適当な簡易化を導入する必要がある。

本章では、表皮反射と層内反射の反射特性関数を用いて材料の表面の状態を考

慮した反射指向特性の数式モデルを構成する。そして、反射指向特性の実測値に

よって反射モデルを推定し、特定の角度条件の反射指向特性の測定によって任意

の角度条件の反射指向特性を推定できることを示す。
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図4.1. 1 物質表面の反射光
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4. 2 表皮反射のモデル化

4, 2. 1 正反射性小素面の理論に基づく反射モデル

非金属または金属材料の表面への入射光がそのまま反射されることを表皮反射

という。表皮反射の反射指向特性は、物質表面の状態に影響を受け、一般に正反

射方向を中心とする指向性を持つことが多い。表皮反射光は、図4.2.1に示す

ような物質表面を構成する様々な方向を向いた微小な面（小素面、 facet) から

の正反射光であると仮定する理論の研究は古くから行なわれており、研究者の名

をとってBarkasの理論と呼ばれることもある［1][2］。 本節では、 Barkasの理論

に反射特性関数の定義を導入し、表皮反射のモデル化を行なう。

小素面

図4.2.1 正反射性小素面
のモデル

d2φ1 

Ns 

φ。

図4.2.2 平均面と小素面の
角度関係

図4.2.2において、（θi，φ1）の方向からの平行光が、法線Nsを持つ平均的

な表面（平均面）上にあって、（(J f，φ£）の方向の法線Nfを持つ小素面に入射角

ψfで入射し、（(J。， φ。）の方向に反射されたとする。 このとき (Jf、φf、ψfは
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e 1、φ1、0。、 φ。を用いて次のように表される。 （付録参照）

i z+ Oz 
θf = cos-1 

4{ i x + 0 xF + ( i y + 0 YF + {T";+百二戸

ix+ Q X 

φf = cos-1 
rcr三平万二戸平rr；平石－；p

1 
ψf ＝一 cos-i( i X Q X + i y Q y + i Z Q z) 

2 

.......... ，叫’も．‘＿，』、

( i X, i y, i z ) = ( Sin θ1COSφ1, sin θis in ¢ i ' cos e ;) 

( Q X, Q YI Q z ) = (Sin θ。cosφ。， sinθ。sinφ。， cosθ。）

(4. 2.1) 

(4.2.2) 

(4.2.3) 

(4.2.4) 

(4.2.5) 

平均面の微小面dSにおいて、微小立体角dQ1C e f，φf）内に法線Nfを持つ微

小な小素面d2Sfの平均面への投影面積d2S1cose1の、面積dS に対する割合を

dP1(e1，φ1）とし、法線Nfの向きを確率変数とするdP£( e f，φf）の確率密度

関数（小素面の分布関数）をP1（θf，φf）とすると、

dPf（θf，φ1) = 

P fee f ，φ1) = 

また、

d2 S fC0Sθf 

dS 

dP 1( e f，φ1) 

dQ1（θf ，φf) 

s pf（θf，φ1)dQ1(8 f，φ1) = 1 
2π 

(4.2.6) 

(4.2.7) 

(4.2.8) 

c e 1，φi）の方向から平行光が小素面d2Sfに入射角ψfで入射するならば、
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入射光の法線照度を Enとすると、 d2Sfへの入射光束d2φiは、

d2φi = EnCOSψfd2S f (4. 2. 9) 

小素面の正反射率RCψt）はフレネル法則に従い、非金属（透明体）の場合は

屈折率をnとすれば、

1 f sin2（ψf一ψfr)
R（ψt)= - { 

2 l sin2（ψf＋ψfr) 

、E

・E
E

、，EB
E
a

，

、E

，，一、、，，，

r

－
r
 

az

－
4

・

ψ

一
ψ

一
一
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f

一
f

ψ

一
ψ

rs
、、－，，‘、

勺

£

一

内

4

nH

一
nH

a
一
a

も

L
－

＋

L

＋
 

(4.2.10) 

ここに、 ψfrは屈折角であり、

ψtr=sin-1(sin ψt/n) (4.2.11) 

ただし、 ψf= 0のときは、

R（ψf) = 
(n-1)2 

(n + 1) 2 

(4. 2.12) 

塗膜、合成樹脂、木材など非金属の空気に対する屈折率nは1.5ないし1.6程度

である。［3] 小素面が金属の場合は屈折率をn、消衰係数を Kとし、被素屈折

率n1=n(l-iK）を（4.2.11）式の屈折率nの代わりに用いればよい。

入射光束 d2φiのうち、 小素面の正反射率 R（ψf）によって、正反射方向

（θ。， φ。〉に反射される光束d2φ。は、

d2φ。＝R（ψf)d2φ1 =R（ψt) EnCOSψtd2S f (4.2.13) 

小素面の法線 Nfが立体角 dQf（θf，φf）内にあるとき、 反射光の立体角

dQ。（θ。， φ。）は、［4]

dQ。＜e。，φ。）= 4cosψfdQ f（θf，φf) (4.2.14) 
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(4.2.6）、（4.2.7）式を代入すれば、

dQ。（8。， φ。）＝
4cosψtCOS8td2St 

p t(8 t ，φt)dS 

よって、反射光の強さ I。は、

d2φ。 Pf( 8 t ，φt)R（ψt) En 
I。 ＝＝

dQ。dS 4cos et 

また平均面の照度は、

Es= Encos8 1 

(4.2.15) 

(4.2.16) 

(4.2.17) 

表面に細かい凹凸のある面では、入射角あるいは反射角が大きくなると干渉の

影響が現われたり、向かい合う小素面が入射・反射光を遮蔽するマスキング（Ma

sking）の影響が現われる。［5] また、小素面の表面が多重薄膜状になっている

場合は、小素面の総合的な反射率は（4.2.10）式よりも大きくなる。［6]

ここでは、正反射性小素面の分布pt( 8 t ，φf）以外の要因の影響のうち、マス

キングの影響を次節でのベる遮蔽係数m（θi,8。）で、 その他の影響を実験的に

求める係数Kで表わすことにする。

以上から、表皮反射の反射特性関数ρMは、反射特性関数の定義より、［7]

I。
ρM( 8 i, </J i；θa，¢。）＝ K m(Bi,8。）一一

Es 

=K  m(8i,8。）
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4. 2. 2 マスキングの理論に基づく反射モデル

平均面への入射角θ1、あるいは反射角θ。が非常に大きい場合は、小素面への

入射光または反射光が、向かい合う小素面によって遮蔽されるために減衰するマ

スキング（Masking）の現象が起きる。 （図4.2.3参照）

小素面

図4.2.3 マスキング現象

田中は、マスキングは小素面の傾き角にほとんどよらないこと、入射角、反射

角が約50° 以下ではマスキングが生じないこと、粗い面ほどマスキングが大きい

ごとをすりガラスの反射指向特性の測定により示した。［5]

田中は、マスキングの効果が入射角、反射角の指数関数で近似できることを示

唆したが、ごとでは次式で近似する。

I { ( 8 -50' ) / ( 90・－50・）｝孟（ θ孟50・）
m’（θ） = l 

I （θ＜50') 
(4.2.19) 

ここに、。は入射角または反射角［d昭］である。また、 kは表面の粗さを表わす定

数で、表面の凹凸が細かいほど大きくなる。

(4.2.18）式におげる遮蔽係数m（θ1，θ。）は次式で表わされる。

m（θhθ。）＝ { 1-m’（θ；）｝ {1-m’（θ。）｝ (4.2.20) 
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図4.2.4に、 (4.2.19）式において定数k を変えた場合のマスキング効果

m’（8）と、田中が実験から導いた結果を示す。定数kを2ないし3とすること

で田中の実験値をほぼ説明できることがわかる。図4.2.5に入射角θi、 反射

角θ。による遮蔽係数m（θi,e。）を示す。ただし、定数k は3としている。

つ1.0] 

<:ti D .ド

コ0.6 。0.4 、J
S 0. 2 

1. 0 

0. B 

♀ 0. 6 、J
S 0. 4 

0. 2 

45 50 55 60 65 70 75 BO 85 90 

θ ［deg] 

図4.2.4 マスキング効果m’（θ）

k=3 

図4.2.5 遮蔽係数m(81,8。）
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4. 3 層内反射のモデル化

非金属材料の表面への入射光が内部へ屈折し、内部層での散乱・吸収を経て、

再び外部ヘ出て来ることを層内反射という。第3章の結果より、層内反射の反射

指向特性は完全拡散性または完全拡散に近い拡散反射性であることが多いので、

ここでは完全拡散性であると仮定してモデル化を行なう。

表面への入射光は、一部が表皮反射光としてそのまま反射され、残りは内部へ

屈折する。 （図4.3. 1 (a）参照） そして、屈折した光の一部が層内反射光と

して再び出て来る。 （図4.3. 1 (b）参照）

表皮反射の反射特性関数を ρM(e i，φi; e。， φ。）とすると、 表皮反射率

RM(e 1 ，φi）は、

RM(e i ，φi)= sρM( e i ，φ！ ; e。， φ。）dQ。＜e。， φ。）
2π 

2ππ／2 
= s jρM( e i，φi; e。， φ。）sinθ。de。dφ。。。 (4.3.1) 

表皮から内部へ屈折した光のうち、再び外部へ出て来る光の割合を、層内反射

比ro( e i，φi）とすると、層内反射率Ro(e 1 ，φi）は、［8]

Ro(e i，φ1)= ro( e i ，φ1H 1 -RM( e 1，φ1)} 

よって、層内反射の反射特性関数ρo(e i ，φi; e。， φ。）は、

l 
ρo( e i，φ1; e。， φ。）＝ - Ro(e 1 ，φ1 )cos e。

π 

1 

(4.3.2) 

= - ro(e i，恥）｛ 1 -RM( e 1，φ1) }cos e。（4.3.3)
π 
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入射光 表皮反射光
RM 

~ 

(a）表皮反射光と内部への屈折光

層内反射光
, ~ (1-RM)ro 、A T A'¥ 

諭f宍 I / ¥ 

＼、＼ I ／ノツ

＇＂＇ノ
層内反射J:tro

(b）層内反射光

図4.3.1 層内反射のモデル化
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実測値による反射モデルの推定4 4. 

係数および小素面の分布関数の推定4. 4. 

の分布関2節で導いた表皮反射の反射モデ．ルの係数Kと小素面（facet) 

数Pfを、反射特性関数ρMの実測値を用いて推定する。

(4.2.18）式を変形して、

4. 

(4.4.1) 
4 COS 8 tCOSθi 

m(e1,e。）R（ψt)
KPt(Ot，φf）＝ ρM(8 i ，φ1; e。， φ。）

図4.4. 1 (a）に示す表皮反射の反射特性関数ρMの実測値を用いて係数Kと分

布関数pfの積Kpf （θf，φt）を（4.4.1）式によって求めた結果を図4.4.2に示

す。ただし、（4.2.11)式にお付る屈折率nは1.55とし、（4.2.19）式におげる定数

kは3としている。

一一－ 8i== 15° 
----8i=3 0° 

-8i== 4 5° 
---81=6 0° 

0. 2 

ー』
U2 、、、
，・4

』」 0.1 

Q 

Q. 

4
4
4
4
4
4
1
1
1
4
4
4
4
4
4
4
4
4
1
寸

A

司
4
4
4噌』・

。 ぷじ
θ1 [deg] 

一一－ 8i= 15° 
ー一一－ oi= 3 0° 

‘ 8i=4 5・
---oi=6 0° 

1. 0 

0. 8 

0. 2 

｛ 

』

ごと 0.6 
，・4
』＿.

ョ0.4 
Q. 

θ1 [deg.] 

(b）層内反射

反射特性関数の実測値
（プリント合板、ポリエチレン樹脂コーティング）
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凶
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（「と〕↑ 八一川県
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θf [rad] 
20 3 0 X ,c/180・

図4.4.2 係数Kと分布関数pfの積KPf 

図4.4.2から係数Kと分布関数Pfを適当な方法で推定し、（4.2.18）式に代

入すれば、表皮反射の反射特性関数ρMが得られる。

以下では、分布関数pf（θf，φf）が平均面の法線に関して対称で、傾斜角θf

[rad］を確率変数とする正規分布であると仮定して、係数 K および分布関数

pf（θf，φf）を推定する。

(4.4.1）式をθfに関して積分すれば、

π／2 
S Kpf（θf)dθf 
0 

π／2 4cosθfC0Sθi 
= s ρM（θ1，併 i；θo，φ。） dθf 

o m(e 1，θ。）R（ψf)
(4.4.2) 

pf（θf）は正規分布で、あるので、

l π／2 4cosθ£COSθ1 
K= - S ρM（θi，φi；θo, t/J。） def (4.4.3) 

0.5 O m（θi ，θ。）R（ψf)
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(4.4.3）式を図4.4.1に示すρMの実測値を用いて数値積分すれば、入射角

θi[rad］における係数Kが求められる。最小二乗法を用いてKを直線で近似する

と、

K ( 8 i ) = 0 . 27 3・θ1+3.216 (4.4.4) 

図4.4.3に、実測値を（4.4.3）式によって数値積分した結果得られた係数Kと、

(4.4.4）式による直線K(8i）を入射角。 iによって示す。

5 rTTT寸TTTTT円円T押押TT~守F市TTT門廿〒円γ円す
Xπ／180・

10 

4 

3 

出

g 

8 

宮 6
』 5

2ト オ刷 4

b 3 

1 下 0 measured. 』
t 一一－ approximated. ~ 1 

n L “占晶i............~~I J I I ' ' .J n 

0 measured. 
一一－ approximated. 

-Q 1 0 2 0 3 0 4 0 5 0 6 0 7 0 8 0 9 0 Xπ／180・u
θ1 [rad] 

10 20 30 40 50 60 70 BO 90xπ／180・。1 [rad] 

図4.4.3 係数K 図4.4.4 小素面の傾斜角θfの
標準偏差σf

入射角θiにおげる正反射方向（ 8。＝ θi，φ。＝ φ1＋π；θt= 0）の表皮反

射の反射特性関数の測定値ρM(8 i）と、係数K（θi）を（4.4.1）式に代入すれば、

小素面の傾斜角θfが0の場合の分布関数の値PtCO）が得られる。 p tCO）によっ

て、傾斜角θfの標準偏差σf[rad］が次式でー得られる。

σf = (4.4.5) 
./27r ・ P tCO) 

最小二乗法を用いてσfをl直線で、近似すると、
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σf（θi)= -0.042・θi+ 0.131 (4.4.6) 

図4.4.3に、正反射方向の測定値ρM(() i）による標準偏差σfと、（4.4.6）式

による直線σf（θJを入射角θ1によって示す。

σf（θi）を用いて、小素面の分布関数p1(£J1）は、

1 
pf（θ1) = exp［一 θノ／2｛σ（θ1)}2] n五・σ（() i) 

(4.4.7) 

図4.4.5に、（4.4.4）式による係数K(et）とρMの測定値を（4.4.1)式に直接

代入して得られる分布関数p1（θf ，φf）と、 (4.4.7）式による分布関数pf（θf) 

を小素面の傾斜角。 fによって、入射角θ1別に示す。

6 「~T ~, ，寸 ' , -r－，「〔「「・「r T I •「、、「 r ・「’
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図4.4.5 小素面の分布関数p-f 
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4. 4. 2 表皮反射の反射特性関数

(4.4.4）式による係数K（θf）と（4.4.7)式による分布関数pfc e f）を（4.2.18)

式に代入すれば、表皮反射の反射特性関数ρMが得られる。

ρMCθi ，φi；θ。， φ。）＝ K（θi)m( e i ，θ。）
P f(e f)R（ψf) 

4cosθfCDS 8 i 

(4.4.8) 

図4.4. 6 (a）に、入射面内の表皮反射の反射特性関数ρMの（4.4.8）式による

反射モデルおよび実測値を入射角。 1別に示す。いずれの入射角においても反射モ

デルと実測値はよく一致していることがわかる。図4.4. 6 (b）には、入射角θi

が60。を越える場合の反射モデルを示す。
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(b) 入射角θ1が60。を越える場合の反射モデル

図4.4.6 表皮反射の反射特性関数ρM
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4. 4. 3 層内反射の反射特性関数

図4.4.1 に示したプリント合板の層内反射の反射特性関数ρDが、入射角に

よらずほぼ完全拡散性であったことから、層内反射は完全拡散性と仮定する。層

内反射の反射率Rom(8 1，φ1）は、 反射特性関数の法線方向 （8。＝ 0）の実測値

ρDmOを用いて、

Rom(8 l，φ1) ＝πρ 町内O (4.4.9) 

また、（4.4.8）式を（4.3.1)式で数値積分すれば表皮反射の反射率RM(81，φd 

が得られる。 層内反射の反射率Rom(8 i ，φ1）の入射角81に関する平均Rnと表

皮反射の反射率RM（θi，φ1）を（4.3.2）式に代入して、層内反射比rn( 8 1，φ1) 

は、

Rn 
ro( 81，φd= 

1 -RM( 8 1 ，φi) 
(4.4.10) 

(4.4.9）式または（4.4.10）式を（4.3.3）式に代入すれば、層内反射の反射特性関

数ρDが得られる。

1 
ρv( 8 i，φ1; 8。， φ。）＝一一 Rncos8。

π 
(4.4.12) 

図4.4.7 に各反射率Rom（θi'¢ 1）、 RD、RM(8 1，φ1）および層内反射比

r n( 8 1，φ1）を入射角。 1によって示す。 また、図4.4.8に、（4.4.12）式によ

る層内反射の反射特性関数ρDと、入射角θiが30・の場合の実測による ρDを

示す。反射モデルと実測値がよく一致していることがわかる。
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4. 5 結

本章では、測定により得られた拡散反射性の建築仕上げ材料の反射指向特性を

完全拡散でない面内の相互反射の計算に組み込むための反射モデ‘ルを構成した。

表皮反射のモデルは、正反射性小素面の理論とマスキングの理論を用いて構成し、

層内反射のモデルは、層内反射比を用いて構成した。そして実測値から材料表面

固有の小素面の分布関数と係数を推定し反射モデルが実測値をよく再現すること

を示した。これにより、特定の角度条件の反射特性関数の測定によって材料表面

の物理的特性を把握し、それをもとに任意の角度条件の反射特性関数を推定する

ことが可能となり、反射指向特性の測定の簡略化が可能となった。
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第5章完全拡散で、ない面内の相互反射の数値計算法

5. 1 序

室内面上の初輝度は、昼光光源や人工光源の輝度分布によって決まる。初輝度

による直接照度分布は、投射率解法や逐点法などを用いて容易にまた詳細に求め

ることができる。また、室内の間接照度分布は、室内表面が完全拡散性でない場

合も反射指向特性を正反射と完全拡散反射の組合せで近似することで比較的少な

い計算量で求めることができる。 [1]

一方、室内の反射輝度の指向性分布を求めるには、初輝度の指向性分布や室内

表面の反射指向特性を扱わねばならず、膨大な計算量が必要になる。従来、反射

輝度分布を未知数とする基本式は導かれていたものの、［2] 計算機の制約上、

その数値解を求めることは困難であった。近年、計算機およびコンビュータグラ

フィックス（ CG）の急速な発達により様々な環境情報の視覚化が可能になり、

また実用化されている。［3] 視覚そのものを扱う照明の分野にもコンビュータ

グラフィックスの技術が導入され、空間内の輝度分布を任意の視点からリアルに

図示することカf可能となっている。［4] しかし、コンビュータグラフィックス

で表示される輝度分布そのものは従来の完全拡散反射の仮定に基づく照明計算法

や、コンビュータグラフィックスのための近似計算法を用いて計算されるため、

グレアの予測などの定量的な照明環境の予測や評価に用いるには限界がある。

本章では、第2章に示した光束伝達相互反射式を数値的に解くことで、完全拡

散面内、入射角により反射率の異なる準完全拡散反射と正反射を合わせ持つ面内

および第4章で構成した表皮反射と層内反射の反射モデルに従う拡散反射面内の

間接照度分布および反射輝度分布を詳細に求める方法を示す。その方法を用いて、

反射指向特性が照度分布および反射輝度の指向性分布に及ぽす影響について考察

する。また、拡散反射面内の相互反射を精度をほとんど損なうことなく、少ない

計算量で解くことのできる簡易計算法を示す。
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5. 2 完全拡散面を持つ矩形室の相互反射の性状

5. 2. 1 完全拡散面内の光東伝達数値解法

完全拡散反射の閉じた面SをN個に分割し、 2. 5. 1節に示した間接光束を

未知数とする完全拡散面内の光束伝達相互反射式を数値的に解いて、 分割面S! 

の平均間接照度ErIおよび平均反射輝度L r zを求める。

分割面SEに入射する第1固反射光束φir1Iは、（2.5.10）式により精度よく求

められる。空間に比べて分割面が十分に小さければ、 SJの中心の直接照度EdJ、

反射率RJと固有光束分布係数fJIを用いて、

N 

φi  r1 I＝三三 RJfJI s JEdJ 
J=i 

(5.2.1) 

第 1回反射光束② ir1Iが得られれば、（2.5.9）式を参照して次のN元連立一次

方程式が導かれ、これを解げばSIに入射する間接入射光束φirIが得られる。

[oIJ-RJfJi] ｛φi rJ} = ｛φi r1 d 

(I=l,2，・・・，N; J=l,2，・・・，N) (5.2.2) 

ただし、 0IJはクロネッカ←のデルタである。

s Iの平均間接照度Er Iは、

1 
E,.1＝一一ー q)i!"I (5.2.3) 

S1 

s Iの平均反射輝度Lr Iは、反射率R Iと、平均の直接照度百三7を用いて、

R1  

Lr1＝一一（ E:r1+~) 
π 

(5.2.4) 
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5. 2. 2 計算条件と計算結果

図5.2. 1に示す立方体状の矩形室について計算を行った。室内表面の分割は

室の高さ、幅、奥行き方向ともに7分割とし、正万形要素の個数は各面に49、

室全体で294とした。光源は、完全拡散の配光を持つ光束発散度 1（ー犠輝度

1／π）の光天井である。

内表面の反射指向特性は天井、壁、床とも完全拡散性とし、分割面の反射率は

単純のためすべて同ーとした。計算は、内表面の全反射率を 0.3、0.5、0.7と変

えて行った。なお、特に断わらないかぎり、以下で照度、輝度とは、要素の平均

照度、平均輝度を意味する。

光天井（光束発散度1)

4 当（壁中央）

7分割
輝度分布の視点

図5.2. 1 計算対象

図5.2.2および図5.2.3に床および壁の直接照度分布を、図5.2.4お

よび図5.2.5に床および壁の間接照度分布を反射率の条件別に、等照度線によ

り示す。ただし、直接照度は要素の中心の値を、 間接照度は（5.2.3）式による要

素上の平均値を用いている。－印は分割面の中心を表わし、＋印の分割面にはそ
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の照度を数値で示した。

図5.2.6および図5.2.7に、壁画の中央および隅から室内を見た場合の反

射輝度分布を、各反射率別に等輝度線により透視図で示す。ただし、反射輝度は

(5.2.4）式による要素上の平均値である。 また、透視図の視点および画面は壁面

よりも後方に移動している。 （図5.2.1参照） 各図の横には、等照度線、等

輝度線の値の他に最大値と最小値を示した。

9・F・2 • I・1¥.7E-l • 9・F・2

図5.2.2 床の直接照度分布 図5.2.3 壁の直接照度分布
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(c）全反射率が 0.7の場合

図5.2.4 床の間接照度分布 図5.2.5 壁の間接照度分布
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図5.2.6

”向X. ll.B7E-2 
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(a）全反射率が 0.3の場合

(b）全反射率が 0.5の場合

九二ノ 、とJ

図5.2.7 反射輝度分布（壁隅）
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5. 2. 3 考察

室内表面の反射指向特性が完全拡散の場合、内表面の反射輝度はあらゆる方向

bこ一様であり、直接照度および間接照度の和（全照度）と反射率の積をπでト除す

ことで容易に得られる。そのため、照度および輝度計算を行なう場合は、たとえ

室内表面が完全拡散からかげ離れた反射指向特性を持っていても、簡単のために

完全拡散反射の仮定を用いることが多い。

本節では、次節以降の完全拡散でない面を持つ場合の計算法との比較のため、

完全拡散反射の仮定を用いた間接照度および反射輝度の計算結果を示した。ただ

し、単純のため、反射率は全ての要素で同ーとしている。

表5.2.1に、図5.2.6の天井中央と正面の壁の上部、中央、下部および床

中央の要素の反射輝度を反射率別に示す。輝度の比から、反射率が等差数列的に

増加すると反射輝度は等比数列的に増加することがわかる。また、反射輝度が小

さくなるにしたがって、反射率の増加に対する反射輝度の増加の割合（公比）が

大きくなっている。これは、反射率の影響を強く受付る第2回以降の反射輝度の

割合カ宮、相対的に増加するためと考えられる。

表5.2.1 反射率が反射輝度に及ぼす影響

0.3 反射o.率5 0.7 

天井中央輝度 7.90・10-3 2.93・10-2 9.17・10-2
（比） (1/3. 70) (1) (3.13) 

上部 （輝比度） 
3.92・10-2 8.05・10-2 1. 63・10-1
(1/2.05) (1) (2.02) 

理 中 央廓
2.49・10-2 5. 65・10-2 1. 29・10-1
(1/2. 27) (1) (2.28) 

1.68・10-2 4.27・10-2 1. 08・10-1
（比） (1/2.54) (1) (2.53) 

床 中央 （輝比度） 
2.90・10-2 6.29,10-2 1.37・10-1
(1/2.17) (1) (2.18) 
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5. 3 準完全拡散反射および正反射を合わせ持つ面を持つ矩形室の

相互反射の性状

5. 3. 1 準完全拡散反射および正反射を合わせ持つ面内の

光束伝達数値解法

準完全拡散反射面とは、反射指向特性は完全拡散反射性（すなわち、反射光の

輝度の指向性は一様）ではあるが、入射角により反射率が異なると定義された面

である。

準完全拡散反射および正反射を合わせ持つ閉じた面SをN個に分割し、 2.5. 

3節に示した間接光東を未知数とする拡散反射と正反射を合わせ持つ面内の光束

伝達相互反射式を数値的に解いて、分割面S Kの平均間接照度ErKおよびS Iで、反

射して S Kに入射する平均反射輝度L r JKを求める。

分割面S Iで反射して S Kに入射する第1回反射光束φrlJKは（2.5.29）式により

精度よく求められる。 空間に比べて分割面が十分に小さいならば、 SJの中心を

発散して S Iに入射する初輝度LdJI、固有光束分布係数f JI、拡散反射成分およ

び正反射成分の係数FoJIKおよびF SJJKを用いて、

N N 

φr1 IK＝芝： F DJJKπf JI SJLdJI ＋芝： F SJJKπf JISJLdJJ (5.3.1) 
J=1 J=t 

第1回反射光束φr1JKが得られれば、（2.5.28）式を参照して次のN2元連立一

次方程式が導かれ、これを解げば S Iで反射して S Kに入射する間接光束φrIKが

得られる。

[ 0 I 'J・－ Fo' 1・J・-Fs'1・J’］｛ φrJ'} = ｛φr  11'} 

(I’＝1,2，…，N2; J’＝l, 2 ，•・・， N2) (5.3.2) 

ただし、（5.3.2）式において次のように書き換えている。
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φrJ’＝φr  JI 

φr  1 I＇＝φr1IK 

Fn’I ・J • = FnJIK 

F s’E’J‘＝ F SJIK 

(J’＝N(J-1)+ I) 

(I’＝N(I-l)+K) 

また、 or・J・はクロネッカーのデルタである。

s Kの平均間接照度E rKは、間接光束φrIKより

1 N 

ErK＝一一一三2 φ rIK 
SK  I= l 

(5.3.3) 

(5.3.4) 

s IでF反射してsdこ入射する平均反射輝度L rIKは、固有光束分布係数fIKを用

いて、

1 
LrrK＝ φr  IK 

πf rKS r 

(5.3 .5) 
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5. 3. 2 計算条件と計算結果

比較のため、計算対象および光源は5.2節と同様とした。従って、床および

壁の直接照度分布は図5.2.2および図5.2.3と同一である。

各内表面の反射指向特性は、天井、壁、床とも同ーとし、非金属のフレネル反

射（屈折率n= 1.55）に従う表皮反射と、入射角により反射率の異なる準完全拡

散反射の層内反射を合わせ持つものとする。すなわち、 lの入射光のうち、表皮

反射率RM（θi)のフレネル反射をした残り（ 1 -RM（θi））が内部に屈折し、内部

で・拡散されて再び表皮から外部へ層内反射光として反射される。屈折光と層内反

射光の割合（層内反射比ro）を入射角によらず一定と考えて、層内反射率Ro（θ

i ）は吹式で表される。［5]

Ro（θi) = ( 1 -RM（θ1））・ rD (5.3.6) 

45。入射の積分球反射率計で反射率を測定することを前提として、 5. 2節の

完全拡散反射の場合と比較のため、各内表面の45。入射全反射率R45を0.3、0.5、

0.7と変えて計算を行った。 表皮反射率および各場合の層内反射率を図5.3.1

に入射角によって示す。

o. 8 

0 

臼 0. 6 

0 

出
0. 4 

富

国
0. 2 

Ro (R“＝0. 7) 
、、

＼ 

Rn (Rn=O. 5) '¥ 

θ1 [deg] 

図5.3. 1 内表面の表皮反射率RMおよび層内反射率Ro
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図5.3.2および図5.3.3に、床および壁の間接照度分布を各反射率別に等

照度線により示す。

図5.3.4および図5.3.5に、壁面の中央および陪から室内を見た場合の反

射輝度分布を、各反射率別に等輝度線により透視図で示す。
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図5.3.2 床の間接照度分布 図5.3.3 壁の間接照度分布
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図5.3.4 反射輝度分布（壁中央） 図5.3.5 反射輝度分布（壁階）
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5. 3. 3 考察

数値計算により得られた間接照度と反射輝度を5.2節の完全拡散反射の場合

と比較、考察する。

間接照度は、床および壁ともに、相対的な分布が完全拡散反射の場合とよく似

ている。すなわち、床では、中央が最も大きく、周辺部では小さくなっており、

壁では、上部（天井側）の関角部が最も大きく、下部（床側）の問角部が小さく

なっている。

一方、間接照度の絶対値は、床、壁ともに、その中央の値が完全拡散反射の場

合と比べて、全反射率が 0.3、0.5、0.7の場合にそれぞれ約20%、15%、10%低く

なっている。これから、全反射率が小さい程完全拡散反射の場合との差が大きく

なることが分かる。これは、全反射率に占める層内反射率の割合が小さいためと

考えられる。

反射輝度についても間接照度と同様で、完全拡散反射の場合と比べて相対的な

分布はよく似ており、絶対値は約10～20%低〈なっている。

以上から、準完全拡散反射と正反射を合わせ持つ面内の相互反射を、完全拡散

反射の仮定により解いても大きな誤差は生じないと思われる。ただし、図5.3.

1からわかるように非金属のフレネル反射は入射角が60・を超えると反射率が急

識に増大するため、視点への反射角が大きな場合は注意が必要である。
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5. 4 拡散反射面を持つ矩形室の相E反射の性状

5. 4. 1 拡散反射面内の光束伝達数値解法

ここでいう拡散反射面とは、完全拡散反射性でも正反射性でもない中間的な反

射指向特性を持つ面であり、表3.5.1の（ II ）準正反射および（III）半拡散反

射の両者を含む。

拡散反射の閉じた面SをN個に分割し、 2. 5. 2節に示した間接光束を未知

数とする完全拡散でない面内の光束伝達相五反射式を数値的に解いて、分割面S

Kの平均間接照度ErKおよびS Iで反射してS Kに入射する平均反射輝度L r IKを求

める。

分割面SIで反射してSKに入射する第1回反射光束φr1 I Kは（2.5.21）式により

精度よく求められる。 空間に比べて分割面が十分に小さいならば、 SJの中心を

発散してS Iの中心に入射する初輝度LdJI、係数F JIK と固有光束分布係数fJI 

を用いて、

N 

φr1 IK＝三： F JIKπf JI SJLdJI (5.4.1) 
J=1 

第1回反射光束φr1IKが得られれば、（2.5.20）式を参照して次のN2元連立一

次方程式が導かれ、これを解付ばS Iで反射して S Kに入射する間接光束φrIKが

得られる。

[01・J・-F'1 ’J・］｛φrJ'} = ｛φr11・｝

(I’＝1,2，…，N2; J’＝1,2，…，N2) (5.4.2) 

ただし、（5.4.2）式において次のように書き換えている。
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<PrJ’＝φr  JI 

φr  1 I・＝ φr1IK

F’I’J’＝ F JIK 

(J’＝N(J-1)+ I) 

(I’＝N(I-l)+K) (5.4.3) 

また、 δrJ’はクロネッカ←のデルタである。

(5.4.2）式の係数行列は、 N4個の要素のうち約N4-N3個がOであるので、 L

U分解などを利用する直接解法（クラウト法など）よりは、反復解法（ガウスザ

イデル法など）を使用する方が効率がよい。［6] 

φr  I ' (P）を反復解法の計算式で示せば、

(5.4.2）式の第P次の近似解

E
E
 J

 r
 

φ
 

vu 
F
H
 

2
1
J
＝
 

N
『

4

・
‘．
J
 

＋
 

P
 J

 
φ
 

J
 

F
 

I

Z

J

 

＋
 

φ
 －－

 F
 

φ
 

(I’＝1,2，…，N2) (5.4.4) 

適当に小さなεをあたえて、間接光束の増分ムφrI, (Plが次式を満足するときに

反復を打ち切る。

Aφr  I. (P) ／φr  I ' (Pl 孟ε (I’＝1,2，…，N2) (5.4.5) 

ただし、

ムφEI・（P)= Iφr  I ' (P）ー φ rI'(P-1) I (5.4.6) 

本節での計算では、 εを10-3とした。

s Kの平均間接照度E rKは、間接光束φrIKより

1 N 

ErK＝一一芝： φrIK 

s K I= 1 

(5.4.7) 

s Iで反射してSKに入射する平均反射輝度LrlKは、固有光束分布係数fIKを用い
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て、

Lr1K= 

1 
φr IK (5.4.8) 

πf IKS I 
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5. 4. 2 計算条件と計算結果

比較のため、計算対象および光源は5. 2節と同様とした。従って、床および

壁の直接照度分布は図5.2.2および図5.2.3と同一である。

各内表面の反射指向特性は、天井、壁、床とも同ーとし、第4章で構成した反

射モデ‘ルに従って、鉱散反射性の表皮反射と完全拡散性の層内反射を合わせ持つ

ものとする。計算は、各内表面の45・入射全反射率を 0.3、0.5,0.7と変えて行

った。各場合の45・入射表皮反射率および層内反射率を表5.4. 1に示す。

表5.4.1 内表面の45・入射表皮反射率および層内反射率

45。入射全反射率 45。入射表皮反射率 層内反射率

0.3 0.222 0.078 
0.5 0.222 0.278 
0. 7 0.222 0.478 

図5.4. 1および図5.4.2に、床および壁の間接照度分布を各反射率別に等

照度線により示す。

図5.4.3および図5.4.4に、壁面の中央および隅から室内を見た場合の反

射輝度分布を、各反射率別に等輝度線により透視図で示す。
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図5.4.2 壁の間接照度分布



図5.4.3 反射輝度分布（壁中央） 図5.4 .. 4 反射輝度分布（壁間）
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5. 4. 3 考察

5. 2節と 5. 3節に示した完全拡散面内および準完全拡散反射と正反射を合

わせ持つ面内の相互反射の性状と比較、考察する。

間接照度の相対的な分布は、床では中央が低〈、周辺部が高くなっており、壁

では上部が低〈、下部が高い。これは、完全拡散反射あるいは完全拡散反射と正

反射を合わせ持つ場合と全〈逆転している。この傾向は、全反射率が小さい程著

しいが、これは、全反射率に占める表皮反射率の割合が大きくなるためと考えら

れる。

間接照度の絶対値は、床および壁の中央の値で反射率によらず、約半分になって

おり、図5.2.2と図5.2.3の直接照度をそれぞれ加えて全照度で比較しても

約20%～30%低くなっている。

反射輝度についても、相対的な分布、絶対値ともに大きく異なっている。

図5.4.3の視点が壁面中央にある場合は、全体的には完全拡散反射の場合と同

様の相対的分布であるが、左右の壁の天井との隅角部で反射輝度が特に高〈なっ

ている。反射輝度の絶対値は、床および壁の中央の値で、完全拡散反射の場合に

比べ約50%～70%低くなっており、一方、壁と天井の隅角部では、全反射率が0.3、

0.5の場合に約20%～60%高くなり、全反射率が0.7の場合は、約10%低くなるのみで

ある。

図5.4.4の、視点が床と壁の隅にある場合は、壁の上部では視点への反射角

が大きくなり、反射輝度は完全拡散反射の場合に比べて約1.3～3.5倍にもなって

いる。以上の傾向は、全反射率が小さい程顕著である。

以上から、拡散反射面の相互反射を、完全拡散反射の仮定や準完全拡散反射と

正反射の近似によって解くことは、照度および反射輝度分布をかなり高〈見積る

危険があり、部分的に高輝度となる要素を予測でトきないことが分かる。
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5. 5 拡散反射面内の光束伝達簡易解法

5. 4節で、拡散反射面を持つ室の相互反射は、完全拡散反射の仮定や準完全

拡散反射と正反射の近似では精度よく予測できないごとが分かつた。しかし、拡

散反射面を持つ場合の計算は非常に時間がかかるため、日常的な実務には適用し

難い。

本節では、精度を十分に保ちながら計算時間を節減できる拡散反射面内の相互

反射の簡易計算法を示す。

5. 5. 1 簡易計算法

( a）各種計算法と所要計算時間

5. 2節、 5. 3節および5. 4節に示した完全拡散面内、準完全拡散反射と

正反射を合わせ持つ面内および拡散反射面内の相互反射の計算法で、 45。入射全

反射率が0.5の場合の各々の反射指向特性を持つ室（要素数29 4）の相互反射

を解くのに要した計算時間（ C p u時間）を表5.5. 1に示す。計算には京都大

学大型計算機センターのFACOM M780-30 (159MIPS）を用い

た。 完全拡散反射の場合は、面への入射光束を未知数とする 5. 2節に示した

方法（完全拡散： 5. 2節）による計算時間と、ある面を反射して他の面へ入射

する光束を未知数とする 5.4節で示した方法（完全拡散： 5.4節）において

反射指向特性を完全拡散反射とした場合の計算時間をあわせて示した。

表5.5. 1において、 「前処理Jは係数行列の計算などに要する時間であり、

「第1回反射Jは（5.2.1)、（5.3.1)または（5.4.1)式で第 1回反射光束を計算す

るのに要した時間、また、 「間接光束」は（5.2.2）、（5.3.2）および（5.4.2）式の

連立方程式を反復解法で解くのに要した時間である。反射回数は計算が収束する

までの全反射回数である。ただし、（5.4.5）式の収東条件εは10-3とした。
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『前処理Jにおいて、（準完全拡散＋正反射5. 3節） の方法の計算時聞が

他に比べて大きいが、これは（2.5.26）鵡関数D[xs＇’＇ s J" lの計算に時聞がかか

るためである。 D[xs",SJ］の計算時聞は要素数の2乗に比例して増大するが、

室の寸法と分割方法のみに依存するので、同ーの室について反射率や光源の粂件

だげを変えて繰り返し計費をする場合は、最初に一度だげ計費すればよい。

「1回反射当Jにおいて、 （拡散反射： 5. 4節） の方法の計算時聞が他と比

べ約20倍にもなっている。これは、（5.4.1）式の係数Jj'I Kの総数が全要素数の

3乗個にもなり、前処里の段階で計費しておいて計算機の内部記憶にすべてを保

持しておくのが記憶容量の葡酌上困難であるので、逐一計賞しているためである。

一回反射当りの間接光束の計算時聞は要素数の3乗に比例して増大しするため、

大規模な計算に品、ては係数FJIKの計算アルゴリズムに工夫を加えて高速化す

るごとが、全計算時間の削減に効果カ艶る。

また、記憶容量が十分であれば、係数FJIKを保持しておくことができ、一回反

射当りの計算時聞は、 （完全拡散： 5. 4節） の方法と同等となる。

表5.5. 1 各種計費法と所要計算時間

計算法 前姫星第1回反射間接光束反射回数 1回反射当全時間
A B C n C/(n-1) A+B+C 

（完全拡散：
5.2節） 5.7 0.09 0.21 7 0.03 6.0秒

(95.0) (1.5) (3.5) (0.5) (100%) 

（完全拡散：
5.4監督） 5 2 55 7 9 62秒

(8.1) (3. 2) (88.7) (14.5) (100%) 

（準完全拡散
十正反射： 172 2 66 9 8 240秒

5.3節） (71. 7) (0.8) (27.5) (3.3) (100%) 

（拡散反射：
5.4宣告） 7 37 1350 8 193 1394秒

(0.5) (2.7) (96.8) (13.8) (100%) 
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( b）反射回数と反射光束の増加量

表5.5. 1に示したように、 （拡散反射： 5. 4節）の方法において間接光束

の計算が計算時間の大部分を占めている。間接光束の計算時間は一回反射当りの

計算時間と反射回数の積であるから、反射回数を減らすことによっても計算時間

は削減できる。

図5.5. 1に、 45・入射全反射牽が0.3の場合の拡散反射面内の相互反射を

（拡散反射： 5. 4節）の方法で解く過程における、 P回目の反射光束φrIK (Pl 

と P-1 回目の反射光束 φxIK (P-1）の差（増加量） tiφr  IK (P）を各反射回数

別に室の中心を通る断面図で示した。 ただし、 P=lの場合は第1回反射光束

② r I K ( t】＝ φr1IKを示している。また、反射光束は（5.4.8）式により平均反射輝

度とし、輝度の尺度は反射回数Pによって10-Pに比例するように変えている。

阿AX.= l.OE-6 
「ー－ －ー

,.HAX. ＝~三豆

”AX.= 1.0E-ll 

阿白X.= I. DE『 2

HAX. = I.♀E-1 , 

刈九o.o 阿白R

SCALE 

• f , t IP= 1 

図5.5. 1 反射光束の増加量
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図5.5. 1』ごおいて、第2回反射（ P= 2）の増加量は第1回反射（ P= 1) 

のそれとはまったく異なった性状を示している。すなわち、第1固反射光東の指

向性反射成分は大部分が床へ入射するが、第2回反射光束の指向性反射成分は壁

から天井へ向かうものと天井から壁へ向かうものが多い。また、第2回反射光東

が同じ方向の第1回反射光束よりも大きいところがかなりあり、全反射光束を求

める場合に第2回反射光東が無視できないことがわかる。一方、第3回以降の反

射光東の指向性反射成分は、第1固と第2回反射を組み合わせたようになるが、

その大雪さは第1回および第2回反射と比べ、約1/100～1/10と小さく無視して

も差し支えないと思われる。

( C）簡易計算法

以上の考察から、拡散反射商内の簡易計算法は、 1回および2回反射までは

（拡散反射： 5. 4節）の方法を使用し、 3回以降は、指向性を持つ表皮反射は

無視して完全拡散反射の層内反射のみが起とると仮定して（完全拡散： 5.2節）

の方法を使用する。 この簡易計算法によって45。入射全反射率が0.5の場合の室

の相互反射を解くのに要する時聞は、表5.5. 1を参照して表5.5.2の様に

なる。ただし、第3回以降の時聞には、完全拡散反射の前処理の時聞を含むB 全

時間は243秒となり‘（拡散反射： 5.4節）の方法による全時間1394秒の約1/6で

ある。

表5.5.2 簡易計算法と所要計算時間

前処理 第1回反射第2回反射第3回以降全時間

7 37 
(2.9) (15.2) 

193 
(79.4) 
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5.5.2 計算条件と計算結果

比較のため、計算対象および光源は5. 2節と同様とした。従って、床および

壁の直接照度分布は図5.2.2および図5.2.3と同一である。

各内表面の反射指向特性は5.4節と同様とした。すなわち天井、壁、床とも

同ーとし、第4章で構成した反射モデ‘ルに従って、拡散反射性の表皮反射と完全

拡散反射性の層内反射を合わせ持つものとする。計算は、各内表面の45・入射全

反射率を0.3、0.5.. 0.7と変えて行った。

図5.5.2および図5.5.3に、床および壁の間接照度分布を各反射率別に等

照度線により示す。

図5.5.4および図5.5.5に、壁面の中央および階から室内を見た場合の反

射輝度分布を、各反射率別に等輝度線により透視図で示す。
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図5.5.4 反射輝度分布（壁中央） 図5.5.5 反射輝度分布（壁隅）
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5. 5. 3 考察

5. 4節に示した拡散反射面内の相互反射の性状を精解とみなして比較、考察

する。

間接照度の相対的な分布は、床および壁のいず、れも精算とほとんど同様である。

また、絶対値は、床および壁の中央の値で、反射率によって約1%～は減少してい

るのみである。

反射輝度についても同様で、相対的な分布は精算とほとんど同様である。絶対

値は、氏壁中央および部分的に高輝度な要素においても、反射率によって約四

～はの減少しているのみである。

以上から、第3固反射以降は、表皮反射を無視する拡散反射面内の簡易計算法

が有効であることが分かる。
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5. 6 結

本章では、完全拡散面内、準完全拡散反射と正反射を合わせ持つ面内、拡散反

射面内の3種の相E反射の数値計算法で、それぞれの反射指向特性を持ち光天井

を光源とする立方体状の矩形室の相E反射を解き、測定の容易な45。入射反射率

を同ーとした場合の結果を比較、考察した。また、拡散反射面内の簡易計算法を

示し、精解法と比べて十分な精度を持ち、計算時聞を大幅に削減できることを示

した。

以下に、本章で得られた結果をまとめる。

完全拡散面内の相E反射の性状は、反射率が等差数列的に増加すると反射輝度

は等比数列的に増加し、その公比は、反射輝度が小さくなるにしたがって大き〈

なる。

準完全拡散反射と正反射を合わせ持つ面内の相互反射の性状は、間接照度、反

射輝度ともに相対的な分布は完全拡散面内の場合と似ており、絶対値は、約10%～

20%低〈なる。その差は、全反射率が小さい程大きくなる。

拡散反射面内の相互反射の性状は、完全拡散面内や、準完全拡散反射と正反射

を合わせ持つ面内の性状とかなり異なっており、拡散反射面内の相E反射を、完

全拡散反射の仮定や完全拡散反射と正反射の近似によって解くことは、照度分布

および全体的な反射輝度分布をかなり高〈見積る危険があり、また、部分的に高

輝度な要素を予測するととができない。との傾向は、反射率が小さい程著しい。

拡散反射面内の相互反射の計算に要する時間のうち、間接光東の計算が占める

割合が大きい。全反射光東のうち、拡散反射による第1回反射光東および第2回

反射光東は大きし無視することができない。第2回反射までは拡散反射の反射

指向特性を考慮し、第3回以降はそれを無視する拡散反射面内の簡易計算法によ

れば、精解法と比べて、間接照度、反射輝度ともに十分な精度で得られ、計算時

聞を大幅に削減できる。
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第6章総 括

近年、視環境が複雑化し、必要照度を確保するととに重点をおく従来の「量の

照明」に加えて、視野内の輝度分布を適切に調整する「質の照明」が求められて

いる。しかし、輝度予測は、依黙として完全拡散反射の仮定の下に照度を拡散反

射車によって輝度に変換する従来の方法により行われている。本研究は、完全革

散でない面内の相互反射計算法に、実測により把握した建築仕上げ材料の反射指

向特性を組み込み、空間の指向性輝度分布を詳細に予測する手法を提案するもの

である。

以下で本研究を各章毎に総括する。

第 1章において、照明設計の目的および概要を述べ、従来の照明計算法の問題

点を考察している。そして、本研究で提案する空間の指向性輝度分布の予測手法

の照明設計における位置づ付および本研究の目的について述べている。

第2章では、本研究の理論的根拠となる基本式を展開した。まず、反射特性関

数を用いて完全拡散でない面の反射指向特性を表現した。次に、輝度を未知数と

する拡散反射および拡散反射と正反射を併せ持つ面内の相互反射の基本式を導入

し、それを用いて実際の数値計算に適した完全拡散でない面内の光東伝達相互反

射式を導いた。

第3章は、反射指向特性モデルを構成するための基礎資料を得るととを目的と

している。実際の室内空間の内表面の反射指向特性を把握するため、偏光を用い

た表皮反射・層内反射分離変角測光法により各種建築材料の反射指向特性を測定

し、各材料の反射指向特性が表皮反射と層内反射の組合せで表わせるとと、層内

反射はおおむね拡散性で入射条件や材料表面の状態が変わっても変化が少ないの

に対し、表皮反射は入射条件および表面の状態に左右され、正反射方向を中心と

する指向性を持ち、反射指向特性の総合的な性状に大きく影響するととを明らか

にした。
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第4章では、完全拡散でない面内の相互反射の計算法に実際の反射指向特性を

組み込むための反射指向特性の数式モデルを構成した。まず正反射性小素面の理

論およびマスキングの概念を導入して表皮反射のモデ、ルを反射特性関数を用いて

構成した。また層内反射比によって層内反射の反射指向特性のモデルをやはり反

射特性関数を用いて構成した。そして、実測値によりこれら反射モデルの係数を

推定した。これにより、特定の角度条件の反射特性関数の測定によって材料表面

の物理的特性を把握し、それをもとに、照明計算で必要となる任意の角度条件の

反射特性関数を推定することが可能となり、反射指向特性の測定の簡略化が可能

となった。

第6章では、反射指向特性の数式モデルを完全拡散でない面内の光東伝違法に

組み込み種々の反鮒旨向特性を持つ矩形室内の指向性輝度分布の性状を数値実

験により明らかにした。数値実験の結果を、完全拡散反射の仮定および準完全拡

散反射と正反射の近似による結果と比較し、これらの仮定および近似が拡散反射

面内の相互反射を過大に見積る危険のあることを示した。また、完全拡散で、ない

面内の指向性輝度分布を十分な精度で求めることのできる簡易計算法を開発し、

精算に比べて計算時闘を大きく削減できることを示した。

以上述べたように、本研究により完全拡散でない面を持つ一般の室内空間の指

向性輝度分布を詳細に予測することが可能となり、より精度の高い照明環境の予

測手法を照明言語十に導入することができる。

今後は、各種建築材料の反射指向特性の設計用資料を系統的に収集することが

望まれる。

-111 -



付録平均面と正反射性小素面の角度関係

平均面への入射方向（8 i，φi)と反射方向〈θ。， φ。）から、小素面の法線の方向

（θf，φf）と小素面への入射角ψfを求める。

（θi，φi）の方向からの平行光が、（θf，φf）の向きの法線を持つ小素面に入射

角ψfで入射し、 （e。， φ。）の方向に正反射したとする。平均面の単位法線ベクト
ー→，．

1レをZ=(0, 0, 1）、方位角φの基準線（φ＝O）の単位方向ベクトルを立＝

(1, o. 0）とすれば、入射光と反射光の単位方向ベクトルは、（図A.1参照）

ー＋

i = (ix, i Y• i z) 

= (sine 1cosφ1, sin θi sin φi' cosθi ) 

ざ＝ (Ox, Oy, Oz) 

= (sin θ。cosφ。， sinθ。sinφ0・cosθ。）

z平均面の法線

• 

平均面 、和、す’

立ー（＋）

〈ー）ー－〈φ＝Of-

図A.1 平均面と小素面の角度関係
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(A.1) 

(A.2) 



特に、面が入射方位に関して等方性ならば、 φ，＝ 0として、

i = ( i x, i n i z) = ( sinθl , 0, cosθh ） (A.3) 

さらに、反射光が入射面内にある場合は、 φ。＝ Oまたはφ。＝ πとして、

ざ＝ ( Q X I Q Vt O Z ) = （士sinθ。， 0,cosθ。）

ただし、負号は反射光が法線に関して正反射側にある場合である。
ー＋ー＋ー＋

小素面の単位法線ベクトルfは、 i、oを用いて

T＋ぢ l
f＝一一一一＝

IT＋吉 l .rr.i x+ OxF干（ly干百3戸平fi z+ 02.F 

×（ i ,.+ 0川 iy十0”iz+ 0 z) 

i、ぎの平均面への射彰ベクトルをす＼ざ’とすれば

開一歩

1’＝ ( i Y.t i Yt Q) 

ー－＋

o’＝ ( Ox, Ov, 0) 

7の平均面への単位射彰ベクトル7’は、 T’、：？’を用いて

『歩．ー＋．
1’十 o’

T’＝ 
11’＋ざ’｜

ーー

1 

/7.ix+OxF+(iv+ovF 

X (ix+Ox, iv+Ov, 0) 

以上を用いて、 θf、φf、ψfは次式で表される。
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(A.4) 

(A.5) 

(A.6) 

(A. 7) 

(A.8) 



θf= cos-1(1 • z) 
i z+Oz. 

= cos-1 (A.9) 
"(i i:+o z戸τer:平石コ宣平rrマ干O:F

φf = cos-1 （予．立）

i x+Ox 
(A.10) = cos-1 

f百τ平石τ戸平てτ7平石，F

1 、』 1 
- COS 1(ixOx+iyOi,+izOz) ψf = - cos-1(1・百〉 ＝ 

2 2 (A.11) 
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